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Ｑ １　医療法の制度趣旨と主な内容について教えてください
Ｑ ２　第一次医療法改正から第五次医療法改正までの主要改正項目について教えてください
Ｑ ３　第一次医療法改正の目的と主要ポイントを教えてください
Ｑ ４　第二次医療法改正の目的と主要な改正内容を解説してください
Ｑ ５　第二次改正の流れを受けて、第三次医療法改正はどのような目的で実施されたのでしょうか
Ｑ ６　第四次医療法改正は、どのような目的と内容で実施されたのでしょうか
Ｑ ７　第五次医療法改正の概要について解説してください
Ｑ ８　急性期病院として存続していくためにクリアすべき条件とはどのようなものでしょうか
Ｑ ９　急性期病院として生き残るためには、どのような取り組みが必要でしょうか
Ｑ11　ＩＣＤコーディングとはどのようなものですか。実施する際の留意点を教えてください
Ｑ12　「療養病床」が、「老健」「特養」と競合して生き残るためのポイントを教えてください
Ｑ12　病院業務の質の確保のためには、業者選別等どのような点に留意すべきでしょうか
Ｑ13　臨床研修指定病院が地域で担う役割を教えてください
Ｑ14　医療制度改革における医療保険制度の位置づけ、改正の方向性について教えてください

Ｑ １　第５次医療法改正が実施されましたが、過去に実施された医療法人制度改革の変遷について教えてください
Ｑ ２　医療法人制度改革の基本的方向性について解説してください
Ｑ ３　第５次医療法改正に伴う改正医療法はいつから適用されますか
Ｑ ４　新たに創設された拠出金制度の医療法人について解説して下さい
Ｑ ５　新設された社会医療法人の概要について解説してください
Ｑ ６　既存の出資持分の定めのある医療法人はどう対応すればよいでしょうか
Ｑ ７　特定医療法人制度は改正されますか
Ｑ ８　現在特別医療法人である医療法人は、19年４月以降はどうなりますか
Ｑ ９　改正医療法施行後、定款は変更しなくてはならないのでしょうか
Ｑ10　医療法改正後、医療法人における決算等の作成書類はどのように変わるのですか
Ｑ11　医療法改正で、医療法人財団に評議員の設置が義務付けられましたが、どのような人選をすればよいのでしょうか
Ｑ12　医療法改正後、拠出金制度の医療法人を設立すべきでしょうか
Ｑ13　社会医療法人では、収益事業ができると聞きましたが、具体的にどのようなことができるのでしょうか
Ｑ14　社会医療法人は、自己資本比率規制の対象となるのでしょうか
Ｑ15　社会医療法人の認定が取り消されることはあるのでしょうか
Ｑ16　特定医療法人は非同族で運営されますが乗っ取りの可能性はないのでしょうか
Ｑ17　特定医療法人は診療所や債務超過時でも申請できますか
Ｑ18　特定医療法人は、国税局の訪問調査の際にはどのような点に注意が必要でしょうか
Ｑ19　医療法人に禁ぜられている剰余金配当類行為について、具体的に教えてください
Ｑ20　医療法人制度改革で医療法人の付帯業務が拡大されますが、有料老人ホームのほかに何ができるでしょうか

Ｑ １　病床区分に基づく患者の個別性重視のケアには、どのような取り組みが必要でしょうか
Ｑ ２　安全に対するコスト認識を高め、医療事故防止システム構築のポイントを教えてください
Ｑ ３　今後カルテが抱える課題とその対処方法、電子カルテの導入について解説してください
Ｑ ４　患者選択の尊重のために必要とされる情報として挙げられるものを教えてください
Ｑ ５　患者の学習支援のための取り組みを紹介してください
Ｑ ６　セカンド・オピニオン推進のメリットと提供する側の留意点を教えてください
Ｑ ７　ＰＦＩとはどのようなものでしょうか？病院業務におけるPFI方式導入の対象範囲について教えてください
Ｑ ８　自治体病院がPFI方式導入を検討する際には、どのようなポイントがあるのでしょうか
Ｑ ９　特定医療法人および特別医療法人の要件はどのようなものですか


Ｑ １　平成１８年度診療報酬改定にはどのようなねらいがあったのでしょうか。また、今後の診療報酬体系の方向性について解説して下さい
Ｑ ２　今次診療報酬改定の概要と特徴を教えてください
Ｑ ３　今次改定による影響はどのようなものでしょうか。また、今後の見通しについて解説して下さい
Ｑ ４　精神医療に関連する領域について、診療報酬改定の今後の方向性を教えてください。その他、影響のある項目を解説して下さい
Ｑ ５　急性期医療にかかる入院基本料の詳細な変更点について教えてください
Ｑ ６　療養病床における入院基本料の変更点について教えてください
Ｑ ７　食事療養費の変更点について教えてください
Ｑ ８　外来診療に関連する主要な改定項目について解説して下さい
Ｑ ９　リハビリテーションにかかる評価体系が大きく変更となりましたが、その取扱いに関して解説してください
Ｑ10　入院診療をめぐって実施された改定の概要と目指す方向性について解説してください
Ｑ11　紹介率を前提とする加算については大きく見直されましたが、地域連携に関する評価はどのように取り扱われるのでしょうか
Ｑ12　「医療費の内容がわかる領収書」の取り扱いについて、教えてください
Ｑ13　従前より在宅医療に取り組んできたのですが、今次改定で重点分野として新設された関連項目を解説してください
Ｑ14　有床診療所は、第5次医療法改正によっても大きく影響を受けますが、今後の経営に関してポイントとなる改定項目を解説してください

Ｑ １　請求漏れはどのような状況で発生するのですか
Ｑ ２　請求漏れ以外の収入損失について教えてください
Ｑ ３　付加価値の最大化を図る病床・収入別管理項目について教えてください
Ｑ ４　経費節減対策として管理すべき医業費用項目に関して解説してください
Ｑ ５　医事課職員の診療報酬算定知識の習得やレベルアップを図るためには、どのような方法が効果的でしょうか
Ｑ ６　診療行為伝達方法の整備について解説してください
Ｑ ７　院内連携体制の構築ポイントを教えてください

Ｑ １　混合診療とはどのようなものですか
Ｑ ２　混合診療に該当しない費用について教えてください
Ｑ ３　保険外併用療法費の概要について解説してください
Ｑ ４　保険外併用療法を構成する評価療法と選定療養について解説してください
Ｑ ５　混合診療が招くトラブルにはどのようなものがありますか


Ｑ １　会計データおよび決算データのチェックポイントを教えてください
Ｑ ２　予算制度の活用方法を具体的に紹介してください
Ｑ ３　資金管理の徹底を図るポイントを教えてください
Ｑ ４　費用の予算管理における成果報告のポイントを教えてください
Ｑ ５　医療行為データの分析は、業績管理にどのように役立つのでしょうか
Ｑ ６　支出予算制度のポイントと収入増加を図るための収入・支出管理法を教えてください
Ｑ ７　診療報酬請求業務の改善には、どのように取組めばよいのでしょうか
Ｑ ８　医療行為実施強化による増収にはどのようなものがありますか
Ｑ ９　院内システム不備による診療報酬請求業務の問題を改善するための取り組みを教えてください

Ｑ １　コスト管理の一環として、コスト見直しを実施する場合の事例を教えてください
Ｑ ２　医療材料の定数管理においては、どのような点に留意すべきでしょうか
Ｑ ３　本部経費の部門への配賦にはどんな方法がありますか?
Ｑ ４　経営の先行管理について運営上のポイントを教えてください。
Ｑ ５　変動費のコントロールと固定費の管理の考え方を教えてください。
Ｑ ６　月次業績検討会の開催ポイントと進める内容について教えてください。
Ｑ ７　月次管理を通して幹部を育成する方法を教えてください。


Ｑ １　業績管理体制はどのように区分して構築すればよいのですか
Ｑ ２　事務長の役割を活用して、院内全体で業績管理意識を向上させるためのポイントを教えてください
Ｑ ３　目標利益の算定方法と労働分配率について解説してください
Ｑ ４　業績管理とオーダリングシステムの関連性について教えてください
Ｑ ５　ＳＰＤと無在庫方式との違いは何でしょうか


Ｑ １　経営改善の一環として、人事制度を改定したいのですが、留意点を教えてください
Ｑ ２　「病院理念」「経営ビジョン」とは、どのようなものですか
Ｑ ３　経営ビジョン達成型人事制度の内容について教えてください
Ｑ ４　経営ビジョン達成型人事制度において、ビジョンを浸透させる方法について教えてください
Ｑ ５　経営ビジョンを達成するために、職員に求めることは何ですか
Ｑ ６　経営ビジョン達成型人事制度では、どのように職員のモチベーションを高めるのですか
Ｑ ７　経営ビジョン達成型人事制度における能力開発の特徴を教えてください
Ｑ ８　経営ビジョン達成型人事制度において、人件費はどのように考えるのですか
Ｑ ９　経営ビジョン達成型人事制度の構築を検討しています。構築の準備とプロセスについて教えてください

Ｑ １　職員の資格基準は、どのようなステップで構築すればよいのですか
Ｑ ２　役割資格等級フレームの設計方法及び、役割と等級の関連付けについて教えてください
Ｑ ３　どのような役割と能力を基準とすればよいでしょうか
Ｑ ４　役割と能力の詳細を職員に理解してもらうためには、どうすればよいでしょうか

Ｑ １　収入減のため、人件費が経営を圧迫しています。今後、経営を継続していくために必要な人件費コントロールのポイントについて教えてください
Ｑ ２　総額人件費は、どのように職員へ配分すればよいでしょうか
Ｑ ３　病院業績と人材評価を反映させるために、基本給をどのように改定すればよいでしょうか
Ｑ ４　基本給を役割ごとに設定しようと考えています。組立て方法について教えてください
Ｑ ５　基本給と併せて、手当の見直しも考えています。ポイントについて教えてください
Ｑ ６　人件費予算内で賞与支給できるよう賞与体系の変更をする際の留意点を教えてください
Ｑ ７　退職金の負担が年々増加し、病院経営を圧迫するようになりました。そこで退職金制度の改定を考察しています。どのような方法があるでしょうか
Ｑ ８　新しい賃金体系の導入を検討しています。各賃金体系の特質を教えてください
Ｑ ９　現状の賃金の問題点を把握するための方法として、何があげられますか
Ｑ10　基本給体系の見直しを図っています。基本給昇給額の決定方法について教えてください
Ｑ11　能力を賃金に反映させるための基本給の組み立てについて、教えてください
Ｑ12　人事考課の結果を反映させる賃金体系に年齢による定期昇給部分を残す場合の方法について教えてください
Q13　職能給の昇給方法にはどのようなものがありますか。教えてください
Q14　職能給表の作成に必要な考え方について教えてください
Ｑ15　能力主義人事制度を導入していますが、社員の能力とは無関係なベースアップは必要でしょうか
Ｑ16　人事制度の見直しとしてコンピテンシーの導入を検討しています。コンピテンシーについて教えてください
Ｑ17　管理者を中心に年俸制の導入を考えています。年俸制の導入手順について教えてください
Ｑ18　退職金制度の改定を考察しています。どのような方法があるでしょうか

Ｑ １　能力主義人事制度の導入のポイントについて教えてください
Ｑ ２　能力の基準を明確にする職能資格制度と呼ばれる仕組みについて教えてください
Ｑ ３　能力主義人事制度の運用が年功的で導入前と変わりません。運用上の留意点を教えてください
Ｑ ４　職能資格制度を導入する際、職員の能力を測る基準は何をベースにすればよいですか
Ｑ ５　職能資格制度を導入する際、職能資格等級の数は、どのように決定すればよいでしょうか
Ｑ ６　今まで制度化してきた役職と職能資格等級はどのように結びつければ、よいでしょうか
Ｑ ７　能力主義人事制度の評価対象である能力をどのように具体化すればよいでしょうか
Ｑ ８　能力を目に見えるようにする課業一覧表の内容と作成方法について教えてください
Ｑ ９　職能要件書の内容と作成方法に関して教えてください
Ｑ10　新しい賃金体系の導入を検討しています。各賃金体系の特質を教えてください
Ｑ11　自院の賃金の現状と問題点を把握するための方法としては、どのような方法が挙げられますか
Ｑ12　能力主義人事制度導入に伴う基本給昇給額の決定方法について教えてください
Ｑ13　職員の能力を賃金に反映させるための基本給の組み立てについて、教えてください
Ｑ14　人事考課の結果を反映する賃金体系に年齢給部分を残す際の昇給法について教えてください
Ｑ15　職能給の昇給方法には、どのようなものがありますか。教えてください
Ｑ16　職能給表の作成に必要な考え方について教えてください
Ｑ17　能力主義人事制度を導入していますが、社員の能力とは無関係なベースアップは必要でしょうか
Ｑ18　人事考課制度を導入し、昇給や賞与、昇進への活用を考えています。どのような効果が得られますか
Ｑ19　人事考課の方法には、どのようなものがありますか
Ｑ20　人事考課制度を導入する際、日常業務の中で何を評価すればよいのでしょうか
Ｑ21　人事考課を行うにあたって、評価期間をどのように設定すればよいのでしょうか
Ｑ22　人事考課の結果は、どのように数値化するのがよいでしょうか
Ｑ23　人事考課の精度を高めるために、普段の人事考課をどのように進めればよいでしょうか
Ｑ24　人事考課を実施する回数や期間はどのように設定すればよいでしょうか
Ｑ25　人事考課の公平性を確保するための考課者への教育には、何をしていけばよいでしょうか
Ｑ26　人事考課者は、どのような点に配慮し、評価を進めていけばよいでしょうか
Ｑ27　人事考課を行う際に、陥りやすい誤りとその対処方法を教えてください
Ｑ28　教育に本腰を入れようと考えています。効果的な職員教育の方法について教えてください
Ｑ29　効率的に成果をあげるために、能力開発にどのようなプランを立てていけばよいでしょうか
Ｑ30　新入職員の教育にＯＪＴの実施を考えています。早期戦力化のため、どのような進め方が考えられますか
Ｑ31　患者さんに対するマナースキルの向上のための教育内容を教えてください
Ｑ32　年功的な人事制度から能力重視の人事制度への変更を検討しています。能力評価の仕組みについて教えてください

Ｑ １　人事考課後のフォローや能力開発へと展開させるためには、どのような方策が考えられますか
Ｑ ２　職員の目標設定のため管理者とスタッフの目標面接を考えています。進め方について教えてください
Ｑ ３　人事考課の評価結果が締切日間近にならないように、評価期間中に取り組むことはありますか
Ｑ ４　人事考課の結果を職員にフィードバックし、能力開発へつなげる方法について教えてください
Ｑ ５　目標管理を進めるにあたっての対象者や目標の設定方法について教えてください
Ｑ ６　病院ビジョンや年度計画を達成させるために、どのように目標を設定すればよいでしょうか
Ｑ ７　職員には、どのような目標を立てさせればよいでしょうか
Ｑ ８　目標管理シートはどのように作ればよいでしょうか
Ｑ ９　人事考課には、どのような方法があるか教えてください
Ｑ10　人事考課制度を導入する際、日常業務の中で何を評価すればよいのでしょうか
Ｑ11　人事考課を行うに当たって、評価期間をどのように設定すればよいのでしょうか
Ｑ12　人事考課制度を導入し、昇給、賞与、昇進、配置転換に活用したいのですが、どのような効果が得られますか
Ｑ13　人事考課の結果は、どのように数値化するのがよいでしょうか
Ｑ14　人事考課の精度を高めるために、普段の人事考課をどのように進めればよいでしょうか
Ｑ15　人事考課の公平性を確保していくための考課者の教育とは、具体的に何をしていけばよいでしょうか
Ｑ16　人事考課者は、どのような点に配慮し、評価を進めていけばよいでしょうか
Ｑ17　人事考課を行う際に、陥りやすい誤りとその対処方法を教えてください
Ｑ18　職員の能力開発に取り組むために、どのように組み立てをすればよいか教えて下さい
Ｑ19　役割別のインプット・アウトプットの例を教えてください


Ｑ １　コーチングとはどのようなものですか。カウンセリングやコンサルティングとはどのように違うのでしょうか
Ｑ ２　なぜ今、コーチングが注目されているのでしょうか？医療機関においてコーチングを活用した場合、どのような効果が期待できますか
Ｑ ３　コーチングとティーチングの使い分けはどのようにすればよいのでしょうか
Ｑ ４　コーチングに臨む場合の考え方を教えて下さい
Ｑ ５　コーチングの進め方とスキルについて教えてください
Ｑ ６　共感・ペーシング、ニュートラルというコーチングに臨む姿勢を教えて下さい
Ｑ ７　傾聴、承認というコーチングスキルとはどのようなものか教えて下さい
Ｑ ８　質問のスキルとはどのようなものか教えて下さい
Ｑ ９　提案のスキルやチャンクアップとはどのようなものか教えてください
Ｑ10　院内には様々なタイプの職員がいます。タイプ別の特徴とコーチング方法について教えてください
Ｑ11　コーチングを活用した事例の紹介をお願いいたします

Ｑ １　確定拠出型年金制度とはどのようなものなのでしょうか
Ｑ ２　運営管理機関と資産管理機関について教えてください
Ｑ ３　確定拠出年金の加入者の要件について教えてください
Ｑ ４　確定拠出年金の企業型を導入するためにはどのような要件が必要ですか
Ｑ ５　確定拠出年金の給付の種類と受給要件について教えてください



Ｑ １　パートである看護職員の賃金を引き下げることができますか
Ｑ ２　パートやアルバイトについても労働者名簿や賃金台帳を作成しなければいけないのですか
Ｑ ３　労働契約を反復更新してきた介護パート職員を契約更新時に雇い止めとすることはできますか
Ｑ ４　パートタイマーとアルバイトの違いを具体的に教えてください
Ｑ ５　主婦のパートの場合、年収がいくらまでなら非課税になりますか

Ｑ １　入社時の手続き書類として住民票を提出させるのは問題がありますか
Ｑ ２　入社時の提出書類として「住民票よりも住民票記載事項の証明書の方が望ましい」というのはなぜですか
Ｑ ３　労働契約書等の書類、文書の保存期間は法律で定められているのでしょうか
Ｑ ４　試用期間を定める場合、その期間の長さについて、労働基準法等に規制はあるでしょうか
Ｑ ５　試用期間中の労働者の解雇に関して、労働基準法の規制はあるのでしょうか
Ｑ ６　試用期間中の職員を不適格と判断する基準は、具体的にはどのようなものでしょうか
Ｑ ７　雇用契約書の雇用開始日と実際の勤務開始日が異なる場合、入社日はいつにすればよいのでしょうか
Ｑ ８　在職証明書を発行する場合、使用目的の記入を絶対条件としてもよいでしょうか
Ｑ ９　採用する職員が管理監督者にあたる場合、労働条件を明示する必要はありますか
Ｑ10　派遣職員を正職員として採用したいのですが、よろしいでしょうか
Ｑ11　外国人を雇い入れる際には、どのような契約書を作ったらよいのでしょうか
Ｑ12　外国人と雇用契約を交わすとき、どんな点に注意したらよいのですか
Ｑ13　雇用契約書に盛り込む外国人職員に特有の事項とはどんなものですか

Ｑ １　システムエンジニアなどの高度専門技術をもつ者を３年契約で雇い入れることはできますか
Ｑ ２　契約職員の労働契約は、必ず自動更新しなければいけないのですか
Ｑ ３　派遣職員が当院の服務規律に違反する行為を行った場合、当院規定で処分できるのでしょうか
Ｑ ４　派遣職員が年次有給休暇を請求した場合に時季変更権を行使できますか
Ｑ ５　長期的なプロジェクトで契約社員を採用する際の留意点を教えて下さい
Ｑ 6　契約社員の労働契約に関する注意点について教えてください
Ｑ 7　派遣契約と派遣社員の待遇について教えてください
Ｑ 8　１年契約で雇用する契約社員を契約期間の途中で解雇することはできるのでしょうか
Ｑ 9　契約社員が期間満了によって退職する際の離職理由は「契約期間満了」とすべきなのか、「自己都合」とすべきなのか

Ｑ １　新たに就業規則を作成するにあたり、必ず定めなければならない事項があれば教えてください
Ｑ ２　病院側の都合で就業規則の規定を変更し、職員に十分周知しないまま従わせることは可能ですか
Ｑ ３　労働基準法上の就業規則の周知義務を果たすための周知方法には、どのような形がありますか
Ｑ ４　正職員とは別にパートタイマー用の就業規則を作る際の注意点を教えてください
Ｑ ５　パートやアルバイト向けの就業規則は、作成しておいたほうがよろしいのでしょうか
Ｑ ６　「タイムカードの打刻を忘れた場合に欠勤とする」との規定は有効ですか
Ｑ ７　労働協約で残業時間が８時間に達したときに代休と相殺するという制度を設けることは違法となるでしょうか

Ｑ １　解雇する者の退職証明書を作成するにあたり、退職証明書に記載すべき事項、書き方を教えてください
Ｑ ２　退職予定日に翌日まで残業をしたときは、退職日はその翌日となるのでしょうか
Ｑ ３　定年間際に労災に遭った場合、定年退職としてそのまま退職させても問題はないでしょうか
Ｑ ４　拒否権付き希望退職制度の実施について、もし何か問題点があれば教えてください
Ｑ ５　私傷病休職の開始時期を遅らせるためにはどうすればよいのでしょうか
Ｑ ６　退職社員の再就職先から、当社の退職理由について照会がありました。照会に応じることは問題ないですか
Ｑ ７　退職した元従業員が会社からの貸付金の返済に応じないときは、どうしたらいいでしょうか
Ｑ ８　退職後、退職前の会社と同一業種の会社を設立した場合、１年間は競業避止義務があるのでしょうか
Ｑ ９　切迫流産で長期に入院する場合は、傷病休職として取り扱っても差し支えないでしょうか
Ｑ 10　育児休業を終了し復職する職員を、子会社へ出向させても問題ないでしょうか

Ｑ １　住宅手当を廃止して「家賃補助制度」の導入を検討していますが、留意点はどのようなことですか
Ｑ ２　住宅手当を廃止して「利子補給制度」の導入を検討していますが、留意点はどのようなことですか
Ｑ ３　職員から「健康診断を実施してほしい」と言われました。健康診断はどんなときに行えばいいのですか
Ｑ ４　パートやアルバイトにも健康診断を受けさせなければならないのでしょうか
Ｑ ５　「家賃補助制度」の導入を検討しています。制度導入するにあたって留意すべき点はどんなことでしょうか
Ｑ ６　「利子補給制度」の導入を検討しています。制度導入するにあたり留意すべき点はどんなことでしょうか
Ｑ ７　福利厚生制度で注目されているカフェテリアプランと呼ばれる制度について教えてください
Ｑ ８　衛生管理者を選任したいのですが、どのような基準で選任すればよろしいのでしょうか

Ｑ １　労災事故による休業の最初３日間に有給休暇を取得した場合、休業補償はどうなりますか
Ｑ ２　過労死は業務上災害として認められるのでしょうか
Ｑ ３　労災にあたるかどうかの認定判断はどのように行われるのでしょうか
Ｑ ４　パソコン操作がもとで発症した頚骨腕症候群は、業務上傷病として認定されるのでしょうか
Ｑ ５　上司に無断で業務を行っていて発生した災害は、業務災害として認められるのでしょうか
Ｑ ６　病院で荷物を移動中ぎっくり腰になった職員がいますが、労災認定されるでしょうか
Ｑ ７　在宅勤務の者が自宅で作業中にケガをした場合、労災になるのでしょうか
Ｑ ８　入社前研修中に採用内定者がケガをした場合、労災になるのでしょうか
Ｑ ９　従業員が事故に遭ったとき、または死亡したときの補償はどうすればよいのでしょうか
Ｑ10　労災事故で入院中の社員の社会保険の資格を喪失してもよいでしょうか
Ｑ11　従業員が腱鞘炎になったとき、労災にあたるかどうかの判断はどのようにされるのでしょうか
Ｑ12　業務を中断している間の災害は業務上災害となるのでしょうか
Ｑ13　通勤途中にマンションの階段で転んで怪我をした場合、通勤災害に該当しますか
Ｑ14　通勤途中に保育園に子供を預けに行く間に怪我をした場合、通勤災害になりますか
Ｑ15　通勤途中のささいな行為をしている最中の災害は、通勤災害に該当しますか
Ｑ16　単身赴任している社員が週明けに家族が住んでいる家からの出勤時に事故にあった場合、通勤災害として認められますか
Ｑ17　緊急の出勤途中に発生した災害は、通勤災害になるのでしょうか

Ｑ １　能力の向上が見込めない職員を解雇することはできますでしょうか
Ｑ ２　制裁による減給処分をしたいと思っていますが、その内容について教えてください
Ｑ ３　職員が在職中又は退職後に医院の機密事項を外部に漏らした場合、どのように対処すればよいですか
Ｑ ４　面接時に、既往症を告知しなかった看護師を解雇することはできますか
Ｑ ５　職員が無断欠勤のまま行方不明となった場合、どのように取り扱えばよろしいでしょうか
Ｑ ６　業績悪化のため、全職員を一度解雇し、新たに希望者のみを再雇用することができますか
Ｑ ７　解雇予告期間中に業務災害にあった場合、解雇予告の効力はどうなりますか
Ｑ ８　約20日間無断欠勤していた社員を解雇することはできますか
Ｑ ９　窃盗罪で現行犯逮捕された者を懲戒解雇してもよいでしょうか
Ｑ10　業務時間中に顧客に対して宗教の入信勧誘をする社員を解雇することができますか
Ｑ11　懲戒解雇をする場合には、必ず解雇予告除外認定を受けなければならないのですか
Ｑ12　傷病補償年金を受給している場合には、打切補償を行なわなくても解雇制限が解除されるというのは本当ですか

Ｑ １　１回連続８時間以上の残業を、翌日分の勤務とみなすことができるでしょうか
Ｑ ２　12日サイクル９日勤務（１勤務は８時間労働）で48時間労働となる週が生じます。どうすればよいでしょうか
Ｑ ３　遅刻３回を欠勤１日として給与から控除してもよいでしょうか
Ｑ ４　個人経営の診療所の事務長には、時間外・休日労働の割増賃金を支払わなくてよいのでしょうか
Ｑ ５　休日振替を行った週の労働時間が40時間を超えるときの時間外労働の取扱いを教えて下さい
Ｑ ６　残業８時間を１日として代休に振替える制度は認められるのでしょうか
Ｑ ７　夜勤者には休憩時間を３時間与えなければならないのでしょうか
Ｑ ８　「特別条項付き三六協定」の「特別延長時間」を超えそうな場合、どのように対応したらよいですか
Ｑ ９　残業時間を代休に振替えることは違法となりませんか
Ｑ10　自己申告された残業時間の信憑性に疑問がある場合にはどうすればよいでしょうか
Ｑ11　出張先からいったん帰社した後、終業時間前に帰宅した場合、早退として賃金控除できますか
Ｑ12　作業開始前の準備時間や後始末の時間も労働時間として、割増賃金の計算に含めなければならないのでしょうか
Ｑ13　遅刻と残業の時間数を相殺して残業の割増賃金を払わないということは可能でしょうか
Ｑ14　労働時間の開始と終了は、どこからどこまでをいうのでしょうか
Ｑ15　遅刻、早退の時間を１ヵ月間合計した場合、30分以上になるときは、１時間に切り上げて控除できますか
Ｑ16　就業前や就業後の着替えの時間も労働時間になるのでしょうか
Ｑ17　１日の労働時間を短縮する代わりに、年間の休日数を減らすことはできるでしょうか
Ｑ18　国家資格取得のための講習等への参加時間は労働時間となるか
Ｑ19　就労ビザ取得のための時間は公民権行使の時間となるのでしょうか
Ｑ20　出張時の移動時間は労働時間に入れなければならないのでしょうか

Ｑ １　育児休業を予定している看護師がいるのですが、社会保険料の免除について教えてください
Ｑ ２　私傷病で入院中の職員の給料や社会保険料はどう扱えばよいですか
Ｑ ３　厚生年金は、何年かければ支給されるのか教えてください
Ｑ ４　老齢基礎年金の計算方法について教えてください
Ｑ ５　年金の繰上げ支給について教えてください
Ｑ ６　年金の請求から受給するまでの手続の流れを教えてください
Ｑ ７　国民年金にはいつから加入することになるのでしょうか
Ｑ ８　国民年金の保険料免除期間というのがありますが、どういったときに免除されるのでしょうか
Ｑ ９　国民年金保険料の半額免除制度について教えてください
Ｑ10　妻が勤めていた病院を退職し、夫の扶養となる場合、妻の年金がどうなるのか教えてください
Ｑ11　厚生年金は、在職していると何歳までかけなければならないのでしょうか
Ｑ12　昭和16年3月20日生まれで厚生年金の被保険者期間が39年、平均標準報酬月額が350,000円の場合、年金額はどうなりますか
Ｑ13　定年後再就職する場合には高年齢雇用継続給付と在職老齢年金の両方を受給することができますか
Ｑ14　高年齢雇用継続基本給付金と在職老齢年金を併給する場合、実際の所得はいくらになりますか
Ｑ15　60歳で定年退職した場合、雇用保険の基本手当と老齢厚生年金の両方を受給することができるでしょうか
Ｑ16　健康保険被扶養者の届出日と実際の入籍日よりも遅くなってしまった場合、修正届が必要でしょうか
Ｑ17　遺族厚生年金を受給する実母は、所得税や健康保険の被扶養者となることができますか
Ｑ18　全国各地に分院がある場合、雇用保険の手続きを本院で一括して行うことはできるでしょうか
Ｑ19　入職後２ヵ月足らずで自己都合退職した者に離職票を交付しなければなりませんか
Ｑ20　育児休業者職場復帰給付金とはどのようなものですか
Ｑ21　パートタイマーや契約社員にも社会保険を適用しなければなりませんか
Ｑ22　外国人従業員の社会保険の取り扱いは、どのようにすればよいのですか
Ｑ23　定年退職した社員を再雇用する場合、社会保険の扱いで注意することがあれば教えてください
Ｑ24　国民年金や厚生年金は、何歳になったら受給できるのか、教えてください
Ｑ25　厚生年金を短期間しか掛けていない場合、保険料は掛け捨てになるのでしょうか
Ｑ26　在職中でも老齢厚生年金を受けることができるそうですが、在職老齢年金とはどのような制度なのでしょうか
Ｑ27　病院を退職した後も健康保険を使える方法はないでしょうか

Ｑ １　身元保証人に対しての損害賠償請求はどの程度までできるのでしょうか
Ｑ ２　病院の許可なく病院の車を運転し、事故を起こした職員に車の修理代を負担させてもよろしいでしょうか
Ｑ ３　従業員が予告なしに突然退職した場合、「損害賠償」の請求はできますか

Ｑ １　欠勤と次年度分の年次有給休暇を相殺しても差し支えないでしょうか
Ｑ ２　退職間際になって年次有給休暇の残日数を取得する請求をしてきた場合、拒否できますか
Ｑ ３　年次有給休暇の基準日を統一するにはどうすればよいでしょうか
Ｑ ４　年次有給休暇の統一基準日を変更する場合、付与日数を期間で按分してもよいのでしょうか
Ｑ ５　年次有給休暇の出勤率の算定にあたって、生理休暇や慶弔休暇はどのように取り扱えばよいでしょうか
Ｑ ６　職員によって異なる年次有給休暇の基準日を統一する際の留意点を教えてください
Ｑ ７　新入職員への年次有給休暇は分割して付与できますか
Ｑ ８　中途採用した者の年次有給休暇の時効の起算日は、いつになるのでしょうか
Ｑ ９　パ－トやアルバイトの職員にも、通常の職員同様に年次有給休暇を与えなければいけないのでしょうか
Ｑ10　アルバイトを正職員に登用した場合の年次有給休暇の取り扱いについて教えてください
Ｑ11　三交代制の場合の年次有給休暇はどのように付与すればよろしいですか
Ｑ12　半日年休制度の導入を検討していますが、詳しい内容と導入に際しての注意点があれば教えてください
Ｑ13　定年退職日の翌日に嘱託社員として再雇用した従業員の年次有給休暇の付与日数はどのようになりますか

Ｑ １　パートタイム労働法の改正（平成20年４月１日施行）の背景とパートタイム労働者の定義について教えてください
Ｑ ２　着目すべきパートタイム労働法改正のポイントはどのような点ですか
Ｑ ３　改正パート労働法の対応に際し、事業者が最初に対応すべきことは何ですか
Ｑ ４　改正パート労働法に事業所が対応すべき項目には、どのようなものがありますか
Ｑ ５　通常の労働者とパートタイム労働者を明確に区分するための判断基準を教えてください
Ｑ ６　改正パート労働法では、パートタイム労働者の処遇決定にあたり、どのような対応が求められるのでしょうか
Ｑ ７　今回の改正における柱の一つでもあるパートタイム労働者が通常の労働者、いわゆる正規労働者への転換措置として、事業主である病医院はどのような措置を講じる必要がありますか
Ｑ ８　改正パート労働法に病医院（事業所）が対応するにあたって、行政の支援等はありますか
Ｑ ９　パートタイム労働者に「病医院を支えるスタッフの一員である」という意識を持ってもらうために、有効な教育訓練の導入事例を教えてください。また、レベルアップやモチベーションを向上させ、人材を活用するためには、どうしたらよいでしょうか

Ｑ １　高年齢者雇用確保措置の実施義務化の概要について教えてください
Ｑ ２　高年齢者雇用確保措置の義務化の対象年齢について教えてください
Ｑ ３　高齢者継続雇用制度の導入義務化に関する解釈のポイントを教えてください
Ｑ ４　高齢者継続雇用制度の対象者への労使協定の締結方法について教えてください
Ｑ ５　高齢者継続雇用制度で締結する労使協定等で定める基準について教えてください
Ｑ ６　高年齢者継続雇用の導入を実現するための条件整備について教えてください
Ｑ ７　「高年齢者雇用確保措置」と「賃金制度」の見直しの実施事例について教えてください
Ｑ ８　改正高年齢者雇用安定法で違反となる場合について教えてください


Ｑ １　リスクマネジメントの対象となるのは、どのようなリスクですか
Ｑ ２　リスクマネジメントの意義と目的について解説してください
Ｑ ３　リスクマネジメントの具体的なプロセスについて教えてください
Ｑ ４　医療安全管理体制にかかわる診療報酬について教えてください
Ｑ ５　理想的な医療安全管理体制とはどのようなものですか
Ｑ ６　医療事故の発生防止と医療安全の推進を目的とした医療事故情報収集事業について教えてください
Ｑ ７　医療事故はどのような場面で発生しているものが多いのですか？その要因ついても教えてください
Ｑ ８　業務の見直しと標準化による改善策について教えてください
Ｑ ９　ＩＳＯの内部監査体制活用による改善策について教えてください
Q10　職員教育・訓練の徹底による改善策について教えてください
Q11　コミュニケーション活性化による改善策について教えてください
Q12　病院における医療安全管理体制を徹底する有効な方法があれば教えてください
Ｑ13　クリニックなどで安全管理体制を構築する際、有効な方法はありますか
Ｑ14　ＩＳＯマネジメントシステムを導入する際の課題や問題点はありますか

Ｑ １　医療事故多発の要因にはどのようなものが考えられますか
Ｑ ２　医療におけるリスクマネジメントの現状はどのようなものでしょうか
Ｑ ３　ＰＳＡ（Patient　Safety　Action）とはどのようなことでしょうか
Ｑ ４　病院トータルで考えた場合のリスクマネジメントの基本的な考え方を教えてください
Ｑ ５　ビジネスリスクとしてのリスクマネジメントの考え方を教えてください
Ｑ ６　リスクの推定、評価の方法について教えてください
Ｑ ７　小規模病院における医療事故防止対策のポイントについて教えてください

Ｑ １　医師と患者の関係をどのように捉えればよいでしょうか
Ｑ ２　医師・患者の「知識の偏在化」には、どのような対応が必要でしょうか

Ｑ １　医療の記録に関する基本的事項を教えてください
Ｑ ２　診療記録記載上の基本原則を教えてください

Ｑ １　看護業務における医療過誤実例を紹介してください
Ｑ ２　医療事故の記録を行う際、記載事項等についての留意点を教えてください
Ｑ ３　医療事故情報の管理と種類について教えてください
Ｑ ４　報告書や統計分析シートを活用した情報収集について教えてください
Ｑ ５　情報分析ツールである「ＳＨＥＬＬモデル」について教えてください
Ｑ ６　情報分析ツール「ＳＨＥＬＬモデル」を用いた分析例を教えてください
Ｑ ７　情報分析ツール「４Ｍ-４Ｅモデル」を用いた分析事例を教えてください
Ｑ ８　患者からのクレーム対応においては、どのような点が重要でしょうか
Ｑ ９　「アクシデント」「インシデント」「エラー」に対して、どのように対応すべきでしょうか

Ｑ １　事故防止対策を徹底するための方法について教えてください
Ｑ ２　医療事故防止のための教育・研修について教えてください
Ｑ ３　医療事故防止に当たり、診療部門として留意すべき点を教えてください
Ｑ ４　医療事故防止のために看護部として留意すべき点について教えてください
Ｑ ５　医療事故防止のために薬剤部が留意する点について教えてください
Ｑ ６　医療廃棄物処理のリスクマネジメントの具体的な取り組みを教えてください
Ｑ ７　防災対策のリスクマネジメントの具体的な取り組みを教えてください
Ｑ ８　病院における安全管理体制の構築のポイントを教えてください


Ｑ １　診療行為はどのような法的性質を持つとされていますか
Ｑ ２　診療行為に関する法的規制のうち医療従事者が理解すべきものには、どのようなものがありますか
Ｑ ３　「医療事故」「医療過誤」「医事紛争」と称しているものは、どのような違いがあるのでしょうか
Ｑ ４　医事紛争で問題とされる「医療水準」と日常診療での「医学水準」の違いを教えてください
Ｑ ５　適切な診療がなされなかったとして患者が債務不履行を主張できる根拠とは何でしょう


Ｑ １　ＩＳＯマネジメントシステムの概念を解説してください
Ｑ ２　認証取得制度の概要を教えてください
Ｑ ３　ＩＳＯによる病院経営体質改善のメリットを教えてください
Ｑ ４　ＩＳＯ導入における知識・情報の体系化（ナレッジマネジメント）とは、どのような概念なのでしょうか
Ｑ ５　業務効率化とレベルアップのために必要なルール構築のポイントとは、どのようなものですか
Ｑ ６　内部監査の特性と効果について解説してください
Ｑ ７　問題の根本的な解決手法を定着させる是正・予防処置には、どのようなものがありますか
Ｑ ８　外部に対してのアピール効果はＩＳＯ9001とＩＳＯ14001のどちらが有効でしょうか
Ｑ ９　病院における品質管理上、ＩＳＯ導入と期待される効果について教えてください
Ｑ10　ＩＳＯではプロセス管理が必要と聞きましたが、部門とプロセスの違いを教えてください
Ｑ11　医療法人ではトップマネジメントを理事長と院長のどちらと定めたら良いでしょうか
Ｑ12　ＩＳＯ認証登録した医療機関はどのくらいありますか
Ｑ13　ＩＳＯ審査登録機関を認定する機関を教えてください
Ｑ14　内部監査では他の部門を監査すると聞きましたが、具体例を上げて説明してください
Ｑ15　ＩＳＯの合同取得についてメリット・デメリットを教えてください
Ｑ16　2000年度版改定のポイントを教えてください
Ｑ17　ＩＳＯでは今後どのような規格を制定する予定ですか
Ｑ18　環境影響評価とはどのようなものですか
Ｑ19　法規の適用を受ける環境側面はどのように捉えるべきですか
Ｑ20　原単位の変更で注意すべき点にはどのようなことがありますか

Ｑ １　ＩＳＯの規格要求事項に用いられる用語と品質マニュアルについて教えてください
Ｑ ２　適用範囲の設定方法と管理責任者の人選に関するポイントを教えてください
Ｑ ３　医療機関における不適合製品とはどのように定義付けられますか
Ｑ ４　医療機関でプロセスの妥当性確認の必要な業務としては、どのようなものがありますか
Ｑ ５　購買製品についてどの程度管理を行えばよいのでしょうか
Ｑ ６　ＩＳＯの「設計・開発」は医療機関においてどの部分に適用したら良いのでしょうか
Ｑ 7　外部文書の管理では、法令・規制要求としてどの程度まで管理したら良いでしょうか
Ｑ 8　ＩＳＯ9001で残す記録にはどのようなものがありますか

Ｑ １　業務運営マニュアルが存在しますが、ＩＳＯ導入によってマニュアルを作り直す必要がありますか
Ｑ ２　ＩＳＯ認証取得のための概算費用はいくらぐらいになるのでしょうか
Ｑ ３　審査では具体的にどのような質問をされるのでしょうか


Ｑ １　病院で経営戦略を進めるポイント、その必要性を解説してください
Ｑ ２　病院経営を改善するための経営管理体制とは、具体的にどんなことでしょうか
Ｑ ３　病院の方向性を定めるにあたり、具体的にどのような経営戦略を立てたらよいのでしょうか
Ｑ ４　経営戦略には、どのような構成要素が必要でしょうか
Ｑ 5　経営戦略の根幹となる経営ビジョンの確立のために必要な取り組み、プロセスを教えて下さい

Ｑ １　経営計画実行のための行動計画の策定のポイント、および年度別計画実行の徹底法を教えて下さい
Ｑ ２　組織風土の改革にはどのような取り組みが必要でしょうか
Ｑ ３　経営計画を遂行するためのＰＤＣＡサイクルの展開方法について教えてください
Ｑ ４　策定した計画通りに経営がたち行かない場合の、経営計画の見直しを含めた対応策を教えて下さい
Ｑ ５　なぜ経営計画が必要とされるのでしょうか。必要性について教えてください
Ｑ ６　経営計画を策定する前にしておかなければならないことはありますか
Ｑ ７　経営計画に経営理念は必要ですか。必要性とその機能について教えてください
Ｑ ８　経営計画にはどのような種類がありますか。教えてください
Ｑ ９　経営戦略とはどのようなものですか。策定するためのプロセスを教えてください
Ｑ10　年度経営計画の策定ステップについて教えてください

Ｑ １　年度経営計画の策定を行う際には、組織のどの階層が関わるべきでしょうか
Ｑ ２　経営計画の達成度と賃金制度をどのようにリンクさせたらよいでしょうか
Ｑ ３　経営計画と個人別の目標管理はどのように関連付けたら良いでしょうか

Ｑ １　年度経営計画と中期経営計画ではどちらから策定するべきですか。教えてください
Ｑ ２　中長期経営計画策定を当たっての手順について教えてください
Ｑ ３　中期経営計画の策定を行う際には、組織のどの階層が関わるべきでしょうか
Ｑ ４　ＳＷＯＴ分析とは何ですか。ＳＷＯＴ分析を実施するメリットについて教えてください

Ｑ １　実際に経営分析を行う場合はどのような知識が必要になりますか
Ｑ ２　実際の流動比率を使った、経営分析の進め方を教えてください
Ｑ ３　実際に当座比率を使った、経営分析の進め方を教えてください
Ｑ 4　固定比率とは何を表している指標ですか？

Ｑ １　経営戦略を具体化するためには、何を作成すればよいでしょうか
Ｑ ２　中長期経営計画立案のプロセスを教えてください
Ｑ ３　長期経営計画から年度経営計画への落とし込みのポイントを教えて下さい
Ｑ ４　経営計画を策定する前に、準備すべきことは何ですか
Ｑ ５　経営トップや管理職が経営計画策定時に担う役割について教えてください
Ｑ ６　近年は医業経営でも必要だといわれるマーケティング的発想とはどういうものでしょうか
Ｑ ７　患者ニーズは、どのように経営計画に反映させるべきでしょうか
Ｑ ８　四半期経営計画とはどのような視点で策定されるものでしょうか
Ｑ ９　経営計画に基づいた業績管理の必要性とポイント、および経営改善計画書について教えて下さい
Ｑ10　経営計画と経営改善計画の違いを教えて下さい
Ｑ11　経営改善計画を作る際のポイントを教えて下さい

* は国税庁「タックスアンサー」より引用


Ｑ １　親族所有の建物を事業の用に供した場合の必要経費の取扱いについて教えてください
Ｑ ２　クリニック開業時に支払った保証金の取り扱いについて教えてください
Ｑ ３　数年分の賃貸料を一括収受した場合の必要経費算入時期について教えてください
Ｑ ４　事業主が従業員の社会保険料を負担した場合の保険料の取り扱いについて教えてください
Ｑ ５　減価償却方法の変更手続きについて教えてください
Ｑ ６　合計所得金額が103万円以下の事業専従者を配偶者控除の対象にできますか
Ｑ ７　業務用資産となる自動車を購入した際、これらの費用の取り扱いについて教えてください

Ｑ ８　新車と３年間使用した車両を１台ずつ購入しました。耐用年数は２台とも６年でいいでしょうか
Ｑ ９　耐用年数の全部を経過した資産であっても、残存価額を超えて償却することができるのですか

Ｑ10　ソフトウェアを購入しました。少額の繰延資産に該当するため一時の損金としたのですがよろしいでしょうか

Ｑ11　機械装置について値引きがありましたが、全額を益金の額に算入しなければならないのでしょうか
Ｑ12　倉庫を事務所にするため、内装工事をしました。この場合、修繕費として損金経理してもよいですか
Ｑ13　業務効率化の一環で検査室等設備を１ヵ所に集めました。この際の設備移設費用の処理方法を教えてください
Ｑ14　医療法人化に係る書類作成等の業務を外部に委託した際の費用は、個人の必要経費とすることができますか
Ｑ15　建物を賃借する際の返還されない権利金については支出時損金の額に算入してもよろしいのでしょうか
Ｑ16　分割払いの繰延資産を未払い計上して償却するような処理は認められますか
Ｑ17　役員や使用人に対して支払う給与等については金銭で支払うものの他にどのようなものがありますか
Ｑ18　役員に対する報酬・賞与・退職給与等の税法上の取扱いについて教えてください
Ｑ19　取締役を辞任して監査役に就任する場合、退職給与を支給してもよろしいでしょうか
Ｑ20　職員に対する給与等の取扱いについて教えてください
Ｑ21　役員でもある職員の宿舎において、役員から家賃を徴収する際、何か注意すべきことがありますか
Ｑ22　役員の宿舎を建築するにあたり、豪華なものとなりそうですが、社宅として認められるでしょうか
Ｑ23　リース期間終了時に無償で受け渡しをされる毎月の車両リース料を損金の額に算入してもよいのでしょうか
Ｑ24　受取人を役員（被保険者）又はその遺族とする養老保険の掛け金は保険料として処理できますか
Ｑ25　長期平準定期保険の保険料の取扱いについて教えてください
Ｑ26　逓増定期保険の保険料の取扱いについて教えてください
Ｑ27　所有している土地を縁故者に定額で譲渡する場合の処理について教えてください
Ｑ28　医療法人所有の土地に建物を建てることになりましたが、権利金や地代をもらう予定はありません。税務上問題があるでしょうか
Ｑ29　借地権の設定に伴い、権利金の認定課税がされることになりました。計算方法を教えてください
Ｑ30　借地権の設定契約を締結した土地が使用不可能となったため、評価損を計上したいのですがそのような処理は認められますか
Ｑ31　税法上、損金に算入できる租税公課と算入できない租税公課を教えてください
Ｑ32　法人名義でバブル期に購入したゴルフ会員権について評価損を計上したいと考えておりますが可能でしょうか
Ｑ33　法人を設立した際に税務署等に届出る書類を教えてください
Ｑ34　法人名義でゴルフ会員権を購入する際の名義書換料は損金経理してもよろしいでしょうか
Ｑ35　借入の際に支払った信用保証料は事業年度において損金の額に算入してもよろしいでしょうか
Ｑ36　取引先の民事再生法の認可によって回収不能となった債権は貸倒損失として処理してもいいでしょうか
Ｑ37　貸倒引当金を設定に際して、範囲がわかりません。立替金や敷金については設定対象となるのでしょうか
Ｑ38　弁済が猶予される債権全額について、貸倒引当金はどのように計算すればよろしいでしょうか
Ｑ39　請求書未着の修理費について、見積額をもって必要経費に参入することは差し支えありませんか
Ｑ40　消費税の申告をすることになりましたが、課税売上割合の計算方法がわかりませんので教えてください
Ｑ41　課税売上割合が著しく変動した場合、何かよい方法はないものでしょうか
Ｑ42　今期設立された医療法人です。基準期間がない当院は消費税の申告をしなくてもよいのでしょうか
Ｑ43　簡易課税制度の概要について教えてください
Ｑ44　簡易課税制度の計算方法について教えてください

Ｑ １　取引業者から損害賠償の訴えを起こされました。その際の弁護士費用は必要経費になるでしょうか
Ｑ ２　法人名義の携帯電話取得時の契約事務手数料費用は事業所得の必要経費に算入してよろしいですか
Ｑ ３　法人地方税の納税義務者、法人割の税率について教えてください
Ｑ ４　職員が退職する予定ですが、毎月給与天引きしている住民税はどのように納付したらよいでしょうか

Ｑ １　帳簿調査はどのように行われるか
Ｑ ２　事務処理の流れについて、どのように検討されるのか教えてください
Ｑ ３　決算整理事項で検討される事項について教えてください
Ｑ ４　申告調整事項で検討される事項について教えてください
Ｑ ５　現預金について、どのような調査が行われるのですか
Ｑ ６　受取手形について、どのような調査が行われるのですか
Ｑ ７　売上及び売掛金について、どのような調査が行われるのですか
Ｑ ８　たな卸資産について、どのような調査が行われるのですか
Ｑ ９　仕入・買掛金について、どのような調査が行われるのか教えてください
Ｑ10　生活状況調査は、どのように行われるのか教えてください
Ｑ11　調査の上手な立ち会い方について、教えてください
Ｑ12　調査終了時の代表者の心構えについて教えてください
Ｑ13　税務調査が行なわれる時期やタイミング、心得について教えてください
Ｑ14　税務調査の区分について教えてください
Ｑ15　揃えておくべき証拠書類と調査の重点項目について教えてください
Ｑ16　資産と負債項目、現金・預貯金の出納管理、売掛金・買掛金の各税務調査のポイントを教えてください
Ｑ17　売上（売上除外）と仕入、貸倒償却、固定資産、一般管理費、販売費の各税務調査のポイントを教えてください
Ｑ18　棚卸資産の調査の内容と評価方法について教えてください
Ｑ19　役員に支払う報酬と賞与・退職金について調査のポイントを教えてください
Ｑ20　従業員の給与手当、福利厚生費、広告宣伝費、交際費、旅費交通費の各税務調査のポイントを教えてください
Ｑ21　消費税の税務調査の特色と必要な証拠書類、ポイント、注意点を教えてください


Ｑ １　パート収入はいくらまで税金がかからないか
Ｑ ２　家内労働者等の必要経費の特例
Ｑ ３　配偶者の所得がいくらまでなら配偶者控除が受けられるか
Ｑ ４　配偶者控除
Ｑ ５　配偶者特別控除

Ｑ １　還付申告
Ｑ ２　災害や盗難などで資産に損害を受けたとき（雑損控除）
Ｑ ３　医療費を支払ったとき（医療費控除）
Ｑ ４　一定の寄付金を支払ったとき（寄付金控除）
Ｑ ５　マイホームの取得と所得税の特例（住宅借入金等特別控除）
Ｑ ６　配当所得があるとき（配当控除）
Ｑ ７　中途退職で年末調整を受けていないとき
Ｑ ８　サラリーマンの必要経費の概算計算（給与所得控除）
Ｑ ９　給与所得者の特定支出控除
Ｑ10　還付申告ができる期間と提出先


Ｑ １　マイホームの取得と所得税の特例（住宅借入金等特別控除及び特定増改築等住宅借入金等特別控除)
Ｑ ２　マイホームを新築や購入したとき（住宅借入金等特別控除）
Ｑ ３　マイホームの増改築などをしたとき（住宅借入金等特別控除）
Ｑ ４　マイホームに一定のバリアフリー改修工事を含む増改築などをしたとき（特定増改築等住宅借入金等特別控除）
Ｑ ５　住宅借入金等特別控除の対象となる住宅ローン等

Ｑ ６　平成13年7月1日から16年12月31日までの間に居住の用に供した場合
Ｑ ７　平成11年1月1日から13年6月30日までの間に居住の用に供した場合
Ｑ ８　住宅ローン等の借換えをしたとき
Ｑ ９　マイホームの取得等と転勤
Ｑ10　中古住宅を取得する際に住宅ローン等の残額を引継いだとき
Ｑ11　住宅借入金等特別控除及び特定増改築等住宅借入金等特別控除を受けるための手続
Ｑ12　財形住宅貯蓄

Ｑ １　医療費を支払ったとき（医療費控除）
Ｑ ２　医療費控除の対象となる医療費
Ｑ ３　医療費控除の対象となる出産費用の具体例
Ｑ ４　医療費控除の対象となる介護保険制度下での施設サービスの対価
Ｑ ５　医療費控除の対象となる入院費用の具体例

Ｑ ６　医療費控除の対象となる介護保険制度下での居住サービスの対価

Ｑ ７　医療費控除の対象となる歯の治療費の具体例


Ｑ １　一定の寄附金を支払ったとき（寄附金控除）
Ｑ ２　寄附金控除の対象となる寄附金
Ｑ ３　政治献金と寄附金
Ｑ ４　政党等寄附金特別控除制度

Ｑ １　サラリーマンで確定申告が必要な人
Ｑ ２　同族会社の役員で確定申告の必要な人
Ｑ ３　災害減免法による所得税の軽減免除

Ｑ １　海外出向と所得税額の精算
Ｑ ２　海外出向と納税管理人の指定
Ｑ ３　海外出向中の不動産所得などの納税手続
Ｑ ４　海外に勤務する法人の役員などに対する報酬の支払いと税務
Ｑ ５　海外出向者の不動産の売却と税務

Ｑ １　退職金を受け取ったとき（退職所得）
Ｑ ２　退職所得の金額の計算方法
Ｑ ３　退職金と源泉徴収

Ｑ １　本人が受け取る公的年金等
Ｑ ２　遺族が受け取る公的年金等
Ｑ ３　本人が受け取る個人年金
Ｑ ４　遺族が受け取る個人年金
Ｑ ５　適格退職年金契約に係る課税関係

Ｑ １　障害者控除
Ｑ ２　お年寄りを扶養している人が受けられる所得税の特例
Ｑ ３　扶養家族に寝たきりの老人がいるときの控除額
Ｑ ４　障害者等のマル優（非課税貯蓄）

Ｑ １　利息を受け取ったとき（利子所得）
Ｑ ２　障害者等のマル優（非課税貯蓄）
Ｑ ３　財形住宅貯蓄
Ｑ ４　財形年金貯蓄
Ｑ ５　非課税貯蓄を受けるための手続（障害者等のマル優）
Ｑ ６　割引債と税金
Ｑ ７　ゼロク－ポン債と税金
Ｑ ８　金融類似商品と税金

Ｑ １　配当金を受け取ったとき（配当所得）
Ｑ ２　配当所得があるとき（配当控除）
Ｑ ３　株式等を譲渡したときの課税（申告分離課税）
Ｑ ４　株式等以外の有価証券の譲渡による所得（総合課税）
Ｑ ５　平成13年９月30日以前に取得した上場株式等の取得費の特例
Ｑ ６　上場株式等に係る譲渡損失の繰越控除
Ｑ ７　購入価額1,000万円までの非課税の特例
Ｑ ８　特定口座制度

Ｑ １　死亡保険金を受け取ったとき
Ｑ ２　生命保険契約に係る満期保険金を受け取ったとき
Ｑ ３　所得補償保険の保険金を受け取ったとき

Ｑ １　加害者から治療費、慰謝料及び損害賠償金を受け取ったとき
Ｑ ２　遺族が損害賠償金を受け取ったとき
Ｑ ３　加害者として損害賠償金を支払ったとき

Ｑ １　不動産収入を受け取ったとき（不動産所得）
Ｑ ２　事業としての不動産貸付けとそれ以外の区分
Ｑ ３　不動産収入金額とその計算
Ｑ ４　修繕費とならないものの判定
Ｑ ５　立退料を支払ったとき
Ｑ ６　減価償却のあらまし
Ｑ ７　不動産所得が赤字のときの他の所得との通算
Ｑ ８　新たに不動産の貸付けを始めたときの届出など

Ｑ １　事業所得の課税のしくみ（事業所得）
Ｑ ２　青色申告制度
Ｑ ３　青色申告特別控除
Ｑ ４　専従者給与と専従者控除
Ｑ ５　白色申告者の記帳・記録保存制度
Ｑ ６　新たに事業を始めたときの届出など
Ｑ ７　個人事業者の納税地等に異動があった場合の届出関係
Ｑ ８　事業主がしなければならない源泉徴収
Ｑ ９　収入金額とその計算
Ｑ10　やさしい必要経費の知識
Ｑ11　減価償却のあらまし
Ｑ12　旧定額法と旧定率法による減価償却（平成19年３月31日以前に取得した場合）
Ｑ13　定額法と定率法による減価償却（平成19年４月１日以後に取得する場合）
Ｑ14　資本的支出を行った場合の減価償却

Ｑ １　所得税とは
Ｑ ２　納税義務者となる個人
Ｑ ３　居住者・非居住者の判定（複数の滞在地がある人の場合）
Ｑ ４　確定申告
Ｑ ５　納税者が死亡したときの確定申告（準確定申告）
Ｑ ６　確定申告書の提出先（納税地）
Ｑ ７　還付申告
Ｑ ８　還付申告ができる期間と提出先
Ｑ ９　予定納税
Ｑ10　確定申告を忘れたとき
Ｑ11　確定申告を間違えたとき


Ｑ １　総合課税制度
Ｑ ２　源泉分離課税制度
Ｑ ３　申告分離課税制度
Ｑ ４　損益通算
Ｑ ５　マイホームの買換え等の場合の譲渡損失の損益通算及び繰越控除の順序
Ｑ ６　所得税の税率

Ｑ １　所得区分のあらまし
Ｑ ２　利息を受け取ったとき（利子所得）
Ｑ ３　配当金を受け取ったとき（配当所得）
Ｑ ４　事業所得の課税のしくみ（事業所得）
Ｑ ５　不動産収入を受け取ったとき（不動産所得）
Ｑ ６　給与所得
Ｑ ７　退職金を受け取ったとき（退職所得）
Ｑ ８　譲渡所得（土地や建物を譲渡したとき）
Ｑ ９　譲渡所得（土地や建物以外の資産を譲渡したとき）
Ｑ10　山林所得
Ｑ11　一時所得
Ｑ12　雑所得

Ｑ １　所得控除のあらまし
Ｑ ２　災害や盗難などで資産に損害を受けたとき（雑損控除）
Ｑ ３　医療費を支払ったとき（医療費控除）
Ｑ ４　社会保険料控除
Ｑ ５　小規模企業共済等掛金控除
Ｑ ６　生命保険料控除
Ｑ ７　生命保険料控除の対象となる保険契約
Ｑ ８　地震保険料控除
Ｑ ９　地震保険料控除の対象となる保険契約
Ｑ10　一定の寄附金を支払ったとき（寄附金控除）
Ｑ11　障害者控除
Ｑ12　寡婦控除
Ｑ13　寡夫控除
Ｑ14　勤労学生控除
Ｑ15　扶養控除
Ｑ16　配偶者控除
Ｑ17　配偶者特別控除
Ｑ18　基礎控除

Ｑ １　税額控除とは
Ｑ ２　マイホームの取得と所得税の特例（住宅借入金等特別控除）
Ｑ ３　外国税額控除
Ｑ ４　配当所得があるとき（配当控除）
Ｑ ５　政党等寄付金特別控除制度


Ｑ １　源泉徴収義務者とは
Ｑ ２　源泉所得税の納付期限と納期の特例
Ｑ ３　給与所得となるもの
Ｑ ４　税額表の種類と使い方
Ｑ ５　パートやアルバイトの源泉徴収
Ｑ ６　海外に転勤した人の源泉徴収
Ｑ ７　2か所以上から給与をもらっている人の源泉徴収
Ｑ ８　賞与に対する源泉徴収
Ｑ ９　給与が一部未払いの場合の源泉徴収
Ｑ10　給与の改訂差額に対する税額の計算

Ｑ １　電車・バス通勤者の通勤手当
Ｑ ２　マイカー・自転車通勤者の通勤手当
Ｑ ３　職務に必要な技術などを習得する費用を支出したとき
Ｑ ４　創業記念品や永年勤続表彰記念品の支給をしたとき
Ｑ ５　食事を支給したとき
Ｑ ６　使用人に社宅や寮などを貸したとき
Ｑ ７　役員に社宅などを貸したとき
Ｑ ８　従業員レクリエーション旅行や研修旅行
Ｑ ９　金銭を低い利息で貸し付けたとき
Ｑ10　使用人に住宅を取得する資金を貸し付けたとき

Ｑ １　年末調整のしかた
Ｑ ２　年末調整の対象となる人
Ｑ ３　年末調整の対象となる給与
Ｑ ４　年末調整の後に扶養親族等が異動したとき
Ｑ ５　中途就職者の年末調整

Ｑ １　退職金に対する源泉徴収
Ｑ ２　同じ年に2か所以上から退職金をもらったとき

Ｑ １　源泉徴収が必要な報酬・料金等とは
Ｑ ２　原稿料や講演料などを支払ったとき
Ｑ ３　弁護士や税理士などに支払う報酬・料金
Ｑ ４　司法書士などに支払う報酬・料金
Ｑ ５　外交員などに支払う報酬・料金
Ｑ ６　ホステスなどに支払う報酬・料金
Ｑ ７　専属契約などで支払う契約金
Ｑ ８　広告宣伝のために支払う賞金など

Ｑ １　非居住者等に対する課税のしくみ
Ｑ ２　居住者と非居住者の区分
Ｑ ３　国内源泉所得の範囲
Ｑ ４　恒久的施設（ＰＥ）
Ｑ ５　源泉徴収義務者・源泉徴収の税率
Ｑ ６　租税条約による課税の特例
Ｑ ７　海外出向と所得税額の精算
Ｑ ８　海外出向と納税管理人の指定
Ｑ ９　海外出向中の不動産所得などの納税手続
Ｑ10　海外に勤務する法人の役員などに対する報酬の支払いと税務
Ｑ11　海外出向者の不動産の売却と税務
Ｑ12　海外に転勤した人の源泉徴収


Ｑ １　新設法人の届出書類

Ｑ １　役員の範囲
Ｑ ２　役員報酬と役員賞与の区分（平成18年3月31日までに開始する事業年度分）
Ｑ ３　法人が役員に対し資産を低額で譲渡したとき
Ｑ ４　使用人が役員へ昇格したとき又は役員が分掌変更したときの退職金
Ｑ ５　役員の退職金の損金算入時期（平成18年3月31日までに開始する事業年度分）
Ｑ ６　役員の退職金の損金算入時期（平成18年4月1日以後に開始する事業年度分）
Ｑ ７　役員のうち使用人兼務役員になれない人
Ｑ ８　役員に対する給与（平成18年4月1日から平成19年3月31日までの間に開始する事業年度分）
Ｑ ９　役員に対する給与（平成19年４月１日以後に開始する事業年度分）
Ｑ10　特殊支配同族会社の役員給与の損金不算入

Ｑ １　個人事業当時からの使用人に対する退職金
Ｑ ２　適格退職年金契約とはどのような退職年金契約をいうのですか
Ｑ ３　適格退職年金契約に係る課税関係
Ｑ ４　使用人賞与の損金算入時期

Ｑ １　出向先法人が支出する給与負担金に係る役員給与の取扱い（平成18年３月31日までに開始する事業年度分）
Ｑ ２　出向先法人が支出する給与負担金に係る役員給与の取扱い（平成18年４月１日以後に開始する事業年度分）
Ｑ ３　出向者に対する給与の較差補てん金の取扱い
Ｑ ４　出向先法人が支出する退職金の負担金の取扱い

Ｑ １　交際費等の範囲
Ｑ ２　交際費等と広告宣伝費との区分
Ｑ ３　交際費等と福利厚生費との区分
Ｑ ４　交際費等と寄附金との区分

Ｑ １　交際費等と寄附金との区分
Ｑ ２　子会社等を整理・再建する場合の損失負担等に係る質疑応答事例等
Ｑ ３　子会社等を整理する場合の損失負担等
Ｑ ４　子会社等を再建する場合の無利息貸付け等
Ｑ ５　宅地開発等に際して支出する開発負担金等
Ｑ ６　特定公益増進法人に対する寄附金
Ｑ ７　認定ＮＰＯ法人に対する寄附金
Ｑ ８　特定地域雇用会社等に対する寄附金

Ｑ １　損金の額に算入される租税公課等の範囲と損金算入時期

Ｑ １　貸倒損失として処理できる場合

Ｑ １　養老保険の保険料の取扱い
Ｑ ２　定期保険の保険料の取扱い
Ｑ ３　定期付養老保険の保険料の取扱い

Ｑ １　短期前払費用として損金算入ができる場合
Ｑ ２　ゴルフクラブの入会金と会費の取扱い
Ｑ ３　同業者団体の入会金と会費の取扱い
Ｑ ４　携帯電話等の加入費の取扱い

Ｑ １　減価償却資産の償却限度額の計算方法（平成19年３月31日以前取得分）
Ｑ ２　減価償却資産の償却限度額の計算方法（平成19年４月１日以後取得分）
Ｑ ３　減価償却資産の償却方法の選定手続き（平成19年４月１日以後取得分）
Ｑ ４　減価償却資産の償却方法の変更手続
Ｑ ５　資本的支出後の減価償却資産の償却方法等
Ｑ ６　修繕費とならないものの判定
Ｑ ７　中古資産の耐用年数
Ｑ ８　ソフトウェアの取得価額と耐用年数
Ｑ ９　他人の建物に対する造作の耐用年数
Ｑ10　減価償却資産の取得価額に含めないことができる付随費用
Ｑ11　土地とともに取得した建物を取り壊した場合の土地の取得価額
Ｑ12　宅地開発等に際して支出する開発負担金等
Ｑ13　少額減価償却資産になるかどうかの判定の例示
Ｑ14　中小企業者等の少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例

Ｑ １　中小企業等投資促進税制（中小企業者等が機械等を取得した場合の特別償却又は税額控除）
Ｑ ２　中小企業者等が機械等を賃借した場合の税額控除（リース税額控除）（平成20年３月31日以前にリース契約を締結した場合）
Ｑ ３　平成18年３月31日までに情報通信機器等を取得した場合等の特別償却又は税額控除(ＩＴ投資促進税制)について
Ｑ ４　人材投資促進税制
Ｑ ５　研究開発減税（研究開発促進税制）について
Ｑ ６　平成18年３月31日までに取得した開発研究用設備についての特別償却
Ｑ ７　子育て支援税制（事業所内託児施設等の割増償却）
Ｑ ８　研究開発税制について（概要）（平成18年４月１日以後開始する事業年度分）
Ｑ ９　試験研究費の総額に係る税額控除制度
Ｑ10　特別試験研究に係る税額控除制度
Ｑ11　中小企業技術基盤強化税制
Ｑ12　情報基盤強化設備等を取得した場合の特別償却又は税額控除
Ｑ13　情報基盤強化設備等を賃借した場合の税額控除（リース税額控除）
Ｑ14　繰越税額控除限度超過額等の繰越控除制度

Ｑ １　建物を賃借するための権利金等
Ｑ ２　公共的施設などの負担金
Ｑ ３　宅地開発等に際して支出する開発負担金等

Ｑ １　一括評価金銭債権に係る貸倒引当金の対象となる金銭債権の範囲
Ｑ ２　退職給与引当金に関する経過措置
Ｑ ３　使用人賞与の損金算入時期

Ｑ １　有価証券の評価損が認められる場合

Ｑ １　土地建物の交換をしたときの特例
Ｑ ２　借地権と底地を交換したとき
Ｑ ３　交換差金等の意義
Ｑ ４　土地建物と土地を等価で交換をしたとき
Ｑ ５　資産の一部を交換とし、一部を売買としたとき
Ｑ ６　不動産業者などが所有している土地建物と交換したとき
Ｑ ７　保険金等で取得した固定資産等の圧縮記帳

Ｑ １　収用等があったときの圧縮記帳
Ｑ ２　特定資産を買い換えた場合の圧縮記帳
Ｑ ３　特定資産を買い換えた場合の圧縮記帳の対象となる資産
Ｑ ４　既成市街地等の区域内からその区域外への買換えの場合
Ｑ ５　圧縮限度額の計算
Ｑ ６　譲渡した事業年度に買換えができなかったとき
Ｑ ７　買換期間の延長申請
Ｑ ８　既成市街地等の範囲

Ｑ １　売買とされるリ－ス取引

Ｑ １　権利金の認定課税について
Ｑ ２　借地権の取得価額
Ｑ ３　相当の地代及び相当の地代の改訂
Ｑ ４　借地権の返還を受けた場合の処理

Ｑ １　所得税額控除
Ｑ ２　使途秘匿金の支出がある場合の課税の特例
Ｑ ３　青色申告書を提出した事業年度の欠損金の繰越控除

Ｑ １　税効果会計の適用と税務上の取扱い
Ｑ ２　帳簿書類等の保存期間及び保存方法


Ｑ １　消費税のしくみ
Ｑ ２　課税の対象
Ｑ ３　事業者とは
Ｑ ４　「対価を得て行われる」の意義
Ｑ ５　課税の対象となる取引
Ｑ ６　納税義務者
Ｑ ７　国内取引の納税義務者
Ｑ ８　共同企業体の納税義務
Ｑ ９　輸入する貨物の納税義務者
Ｑ10　課税期間
Ｑ11　納税義務の成立の時期
Ｑ12　資産の譲渡の具体例
Ｑ13　資産の貸付けの具体例
Ｑ14　役務の提供の具体例
Ｑ15　課税の対象とならないもの(不課税)の具体例
Ｑ16　延払基準、工事進行基準を用いているとき
Ｑ17　前受金や前払金などがあるとき

Ｑ １　非課税となる取引
Ｑ ２　非課税と免税の違い
Ｑ ３　非課税と不課税の違い
Ｑ ４　駐車場の使用料など
Ｑ ５　預金や貸付金の利子など
Ｑ ６　地代、家賃や権利金、敷金など
Ｑ ７　商品券やプリペイドカードなど
Ｑ ８　学校の授業料や入学検定料
Ｑ ９　売掛債権とは別に請求する利子
Ｑ10　有価証券の先物取引
Ｑ11　ゴルフ会員権
Ｑ12　キャンセル料
Ｑ13　損害賠償金
Ｑ14　建物賃貸借契約の違約金など
Ｑ15　ファイナンスリ－ス取引の解約損害金

Ｑ １　課税標準
Ｑ ２　消費税及び地方消費税の税率
Ｑ ３　商品の安売りや下取りがあるとき
Ｑ ４　たばこ税、酒税などの個別消費税の取扱い
Ｑ ５　個人事業者の自家消費の取扱い
Ｑ ６　法人の役員に対する贈与・低額譲渡の取扱い
Ｑ ７　為替差損益の取扱い

Ｑ １　納付税額の計算のしかた
Ｑ ２　課税売上げと課税仕入れ
Ｑ ３　値引き、返品、割戻しなどを行った場合の税額の調整（売上げに係る対価の返還等）
Ｑ ４　値引き、返品、割戻しなどを行った場合の税額の調整（仕入れに係る対価の返還等）
Ｑ ５　貸倒れに係る税額の調整
Ｑ ６　端数計算
Ｑ ７　税抜経理方式又は税込経理方式による経理処理
Ｑ ８　課税標準額に対する消費税額の計算の特例
Ｑ ９　消費税額等の積上げによって仕入れに対する消費税額を計算するとき

Ｑ １　仕入控除税額の計算方法
Ｑ ２　課税売上割合の計算方法
Ｑ ３　課税売上割合に準ずる割合を適用するとき
Ｑ ４　課税売上割合が著しく変動したときの調整

Ｑ １　仕入税額の控除の対象となるもの
Ｑ ２　免税事業者や消費者から仕入れたとき
Ｑ ３　出張旅費、宿泊費、日当、通勤手当などの取扱い
Ｑ ４　寄附金や交際費の取扱い
Ｑ ５　会費や入会金の仕入税額控除
Ｑ ６　従業員の食事代の負担など
Ｑ ７　使用人の出向・人材派遣など
Ｑ ８　共同行事負担金
Ｑ ９　建設仮勘定の仕入税額控除の時期
Ｑ10　未成工事支出金の仕入税額控除の時期
Ｑ11　免税事業者が課税事業者となったとき
Ｑ12　国、地方公共団体や公共・公益法人等に特定収入がある場合の仕入控除税額の調整
Ｑ13　仕入税額控除をするための帳簿及び請求書等の保存
Ｑ14　仕入税額控除のために保存する帳簿の記載内容

Ｑ １　納税義務の免除
Ｑ ２　基準期間がない法人の納税義務の特例
Ｑ ３　簡易課税制度
Ｑ ４　簡易課税制度の事業区分
Ｑ ５　簡易課税制度の適用と経理処理
Ｑ ６　卸売業とされる事業
Ｑ ７　新規開業又は法人の新規設立のとき

Ｑ １　輸出取引の免税
Ｑ ２　海外旅行者が出国に際して携帯する物品の輸出免税
Ｑ ３　外国人旅行者等が国外へ持ち帰る物品についての輸出免税
Ｑ ４　輸入取引
Ｑ ５　非居住者に対する役務の提供

Ｑ １　申告と納税
Ｑ ２　納付税額がないときの確定申告
Ｑ ３　中間申告の方法
Ｑ ４　免税事業者と仕入税額の還付
Ｑ ５　確定申告書等に添付することとなる書類
Ｑ ６　納税地
Ｑ ７　帳簿の記載事項と保存
Ｑ ８　請求書等の記載事項や発行のしかた
Ｑ ９　消費税の各種届出書
Ｑ10　やむを得ない事情により課税事業者選択届出書等の提出が間に合わなかった場合
Ｑ11　災害等により簡易課税制度の適用を受ける（受けることをやめる）必要が生じた場合
Ｑ12　貸倒債権を回収したときの消費税額の計算
Ｑ13　非居住者の申告・届出の方法

Ｑ １　納付税額又は還付税額の経理処理
Ｑ ２　税抜経理と税込経理の選択適用（法人の場合）
Ｑ ３　税抜経理と税込経理の選択適用（個人の場合）
Ｑ ４　税抜経理と税込経理の併用と経理処理
Ｑ ５　交際費等の損金不算入を算出する場合における消費税の取扱い
Ｑ ６　控除できなかった消費税額等（控除対象外消費税額等）の処理
Ｑ ７　消費税等と印紙税
Ｑ ８　消費税等と源泉所得税
Ｑ ９　消費税等と譲渡所得
Ｑ10　「総額表示」の義務付け


Ｑ １　課税文書に該当するかどうかの判断
Ｑ ２　不動産の譲渡・消費貸借等に関する契約書
Ｑ ３　請負に関する契約書
Ｑ ４　約束手形及び為替手形
Ｑ ５　継続的取引の基本となる契約書
Ｑ ６　金銭又は有価証券の受取書、領収書
Ｑ ７　建物賃貸借契約書
Ｑ ８　駐車場を借りたときの契約書
Ｑ ９　不動産の譲渡、建設工事の請負に関する契約書に係る印紙税の軽減措置
Ｑ10　契約書の写し、副本、謄本等
Ｑ11　予約契約書、仮契約書、仮領収書
Ｑ12　文書の記載金額
Ｑ13　契約金額を変更する契約書の記載金額
Ｑ14　消費税の額が区分記載された契約書等の記載金額
Ｑ15　営業に関しない受取書
Ｑ16　誤って納付した印紙税の還付
Ｑ17　印紙税を納めなかったとき
Ｑ18　印紙税額の一覧表（その１）第１号文書から第４号文書まで
Ｑ19　印紙税額の一覧表（その２）第５号文書から第20号文書まで
Ｑ20　相殺した場合の領収書

Ｑ １　登録免許税のあらまし
Ｑ ２　登録免許税の税額表
Ｑ ３　自動車重量税のあらまし
Ｑ ４　使用済自動車に係る自動車重量税の廃車還付制度


Ｑ １　譲渡所得の申告期限
Ｑ ２　譲渡所得の対象となる資産と課税方法
Ｑ ３　国や地方公共団体又は公益法人に財産を寄附したとき
Ｑ ４　土地を貸し付けて権利金などをもらったとき
Ｑ ５　離婚して土地建物などを渡したとき
Ｑ ６　不動産を法人に現物出資した場合の収入金額
Ｑ ７　譲渡担保により資産を移転したとき

Ｑ １　譲渡所得の計算のしかた(総合課税)
Ｑ ２　借家人が立退料をもらったとき
Ｑ ３　ゴルフ会員権の譲渡による所得
Ｑ ４　金地金を売ったときの税金
Ｑ ５　株式等を譲渡したときの課税（申告分離課税）
Ｑ ６　株式等以外の有価証券の譲渡による所得（総合課税）
Ｑ ７　平成13年９月３０日以前に取得した上場株式等の取得費の特例
Ｑ ８　上場株式等の譲渡損失の繰越控除
Ｑ ９　購入価額1,000万円までの非課税の特例
Ｑ10　特定口座制度
Ｑ11　相続により取得した非上場株式を発行会社に譲渡した場合の課税の特例

Ｑ １　譲渡所得の計算のしかた（分離課税）
Ｑ ２　不動産を譲渡して譲渡損失が生じる場合の損益通算
Ｑ ３　長期譲渡所得の税額の計算
Ｑ ４　短期譲渡所得の税額の計算
Ｑ ５　土地建物を売ったときの収入金額に含める金額
Ｑ ６　時価より低い価額で売ったとき
Ｑ ７　保証債務を履行するために土地建物などを売ったとき
Ｑ ８　譲渡所得の特別控除の種類

Ｑ １　取得費となるもの
Ｑ ２　譲渡費用となるもの
Ｑ ３　取得費が分からないとき
Ｑ ４　建物の取得費の計算
Ｑ ５　借入金の利子が取得費になるとき
Ｑ ６　相続財産を譲渡した場合の取得費の特例
Ｑ ７　相続や贈与によって取得した土地・建物の取得費と取得の時期
Ｑ ８　買換えなどで取得した資産の取得費と取得の時期

Ｑ １　不動産を譲渡して譲渡損失が生じる場合の損益通算
Ｑ ２　マイホームを売ったときの特例
Ｑ ３　マイホームを売ったときの軽減税率の特例
Ｑ ４　共有のマイホームを売ったとき
Ｑ ５　家屋と敷地の所有者が異なるとき
Ｑ ６　空家にしていたマイホームを売ったとき
Ｑ ７　妻子だけが住んでいるマイホ－ムを売ったとき
Ｑ ８　マイホ－ムを取り壊した後に敷地を売ったとき
Ｑ ９　特定居住用財産の譲渡損失の損益通算及び繰越控除の特例
Ｑ10　特定居住用財産の譲渡損失の損益通算及び繰越控除の対象となる「譲渡資産」及び「特定譲渡」とは
Ｑ11　特定居住用財産の譲渡損失の損益通算及び繰越控除の申告手続と証明書類

Ｑ １　不動産を譲渡して譲渡損失が生じる場合の損益通算
Ｑ ２　特定のマイホームを買い換えたときの特例
Ｑ ３　売った金額より少ない金額でマイホームを買い換えたとき
Ｑ ４　譲渡した年に買換えができなかったとき
Ｑ ５　居住用財産の買換えの特例を受けて買い換えた資産の取得価額とされる金額の計算
Ｑ ６　マイホームの買換えの際、譲渡損失があるとき(マイホームの買換え等の場合の譲渡損失の損益通算及び繰越控除の特例)
Ｑ ７　「マイホームの買換え等の場合の譲渡損失の損益通算及び繰越控除の特例」の対象となる「譲渡資産」及び「買換資産」とは
Ｑ ８　「マイホームの買換え等の場合の譲渡損失の損益通算及び繰越控除の特例」の対象となる「特定譲渡」とは 
Ｑ ９　「マイホームの買換え等の場合の譲渡損失の損益通算及び繰越控除の特例」の対象となる住宅ローン
Ｑ10　「マイホームの買換え等の場合の譲渡損失の損益通算及び繰越控除の特例」を受けるための手続等
Ｑ11　マイホームの買換え等の場合の譲渡損失の損益通算及び繰越控除の順序
Ｑ12　居住用財産の買換え等の場合の譲渡損失の損益通算及び繰越控除を適用した後の修正申告

Ｑ １　不動産を譲渡して譲渡損失が生じる場合の損益通算
Ｑ ２　事業用の資産の範囲
Ｑ ３　事業用の資産を買い換えたときの特例
Ｑ ４　既成市街地等から郊外への買換えの具体例
Ｑ ５　親族の事業の用に使わせている資産を買い換えたとき
Ｑ ６　売った金額より少ない金額で事業用の資産を買い換えたとき
Ｑ ７　売った金額以上の金額で事業用の資産を買い換えたとき
Ｑ ８　譲渡した年に買換えができなかったとき
Ｑ ９　期限までに買換資産を買えなかったとき
Ｑ10　事業用資産の買換えの特例を受けて買い換えた資産の取得価額とされる金額の計算
Ｑ11　既成市街地等の範囲

Ｑ １　店舗併用住宅を売ったときの特例
Ｑ ２　店舗併用住宅を買い換えたときの特例

Ｑ １　土地建物の交換をしたときの特例
Ｑ ２　借地権と底地を交換したとき
Ｑ ３　交換差金を受け取ったとき
Ｑ ４　土地建物と土地を等価で交換したとき
Ｑ ５　資産の一部を交換とし、一部を売買としたとき
Ｑ ６　不動産業者などが所有している土地建物と交換したとき

Ｑ １　収用等により土地建物を売ったときの特例
Ｑ ２　収用等により取得する各種補償金の所得区分


Ｑ １　相続税がかかる場合
Ｑ ２　相続時精算課税の選択
Ｑ ３　相続税がかかる財産
Ｑ ４　相続税がかからない財産
Ｑ ５　交通事故の損害賠償金
Ｑ ６　相続税の対象になる死亡保険金
Ｑ ７　遺族が受け取る死亡退職金
Ｑ ８　弔慰金を受け取ったときの取扱い
Ｑ ９　遺族が取得する年金受給権
Ｑ10　相続財産から控除できる債務
Ｑ11　相続財産から控除できる葬式費用
Ｑ12　相続人の範囲と法定相続分
Ｑ13　土地家屋の評価
Ｑ14　相続人が外国に居住しているとき
Ｑ15　相続財産を公益法人などに寄付したとき
Ｑ16　農業相続人が農地等を相続した場合の納税猶予

Ｑ １　相続税の計算
Ｑ ２　相続税の税率
Ｑ ３　配偶者の税額の軽減
Ｑ ４　贈与財産の加算と税額控除
Ｑ ５　未成年者の税額控除
Ｑ ６　障害者の税額控除
Ｑ ７　相続人の中に養子がいるとき
Ｑ ８　代償分割が行われた場合の相続税の課税価格の計算

Ｑ １　相続税の申告のために必要な準備
Ｑ ２　相続税の申告と納税
Ｑ ３　相続財産が分割されていないときの申告
Ｑ ４　相続税の延納
Ｑ ５　相続税の物納

Ｑ １　相続時精算課税の選択
Ｑ ２　相続税の計算
Ｑ ３　贈与税の計算（相続時精算課税の選択をした場合）
Ｑ ４　住宅取得等資金の贈与を受けた場合の特例（相続時精算課税）
Ｑ ５　住宅取得等資金の贈与を受けた場合の贈与税の計算（相続時精算課税の選択をした場合）
Ｑ ６　特定同族株式等の贈与を受けた場合の特例(相続時精算課税)


Ｑ １　贈与税がかかる場合
Ｑ ２　贈与税がかからない場合
Ｑ ３　贈与税の計算と税率（暦年課税）
Ｑ ４　贈与税の計算（相続時精算課税の選択をした場合）
Ｑ ５　共働きの夫婦が住宅を買ったとき
Ｑ ６　離婚して財産をもらったとき
Ｑ ７　贈与税の対象になる生命保険金
Ｑ ８　親から金銭を借りた場合
Ｑ ９　著しく低い価額で財産を譲り受けたとき
Ｑ10　負担付贈与に対する課税
Ｑ11　贈与税の申告と納税
Ｑ12　受贈者が外国に居住しているとき
Ｑ13　土地家屋の評価
Ｑ14　農業後継者が農地等の贈与を受けた場合の納税猶予

Ｑ １　夫婦の間で居住用の不動産を贈与したときの配偶者控除
Ｑ ２　配偶者控除の対象となる居住用不動産の範囲

Ｑ １　住宅取得等資金の贈与を受けた場合の特例（相続時精算課税）
Ｑ ２　住宅取得等資金の贈与を受けた場合の贈与税の計算（相続時精算課税の選択をした場合）

Ｑ １　親の土地に子供が家を建てたとき
Ｑ ２　親の借地に子供が家を建てたとき
Ｑ ３　親名義の建物に子供が増築したとき
Ｑ ４　親が借地している土地の底地部分を子供が買い取ったとき

Ｑ １　相続時精算課税の選択
Ｑ ２　相続税の計算
Ｑ ３　贈与税の計算（相続時精算課税の選択をした場合）
Ｑ ４　住宅取得等資金の贈与を受けた場合の特例（相続時精算課税）
Ｑ ５　住宅取得等資金の贈与を受けた場合の贈与税の計算（相続時精算課税の選択をした場合）
Ｑ ６　特定同族株式等の贈与を受けた場合の特例(相続時精算課税)


Ｑ １　住民税が課税されると聞きましたが、どのような税金なのでしょうか

Ｑ ２　個人の住民税の納税義務者について、住民税がかからない人もいるようですが、どのような場合なのか教えてください

Ｑ ３　個人の住民税は前年の所得を基準に計算するそうですが、その計算方法と適用税率について教えてください

Ｑ ４　法人税の申告書の提出の際、地方税についても同時に申告をしております。法人地方税の納税義務者、法人割の税率について教えてください

Ｑ ５　資本金は5,000万円、従業員150人の場合住民税の均等割りはどのように算定するのでしょうか

Ｑ ６　従業員が退職する予定ですが、毎月給与天引きしている住民税はどのように納付したらよいでしょうか

Ｑ ７　個人住民税の納税方法には、特別徴収と普通徴収の二つの方法があるそうですが違いを教えてください

Ｑ ８　住民税も所得税と同じ所得控除がありますが金額はすべて一緒と考えてよろしいでしょうか


Ｑ １　昨年自宅を購入し、固定資産税が課税されるとききました。固定資産税の納税義務者について教えてください

Ｑ ２　固定資産税は何を基準にして課税されるものなのでしょうか。また納付時期について、教えてください

Ｑ ３　新築住宅には固定資産税の軽減措置があるそうですが、どのような場合に適用されるのでしょうか

Ｑ ４　固定資産税の納税通知書に都市計画税と記載がありますが、都市計画税の概要について教えてください


Ｑ １　土地取得の際、不動産取得税等の他に特別土地保有税が課税されるそうですが、概要について教えてください

Ｑ ２　不動産を購入すると不動産取得税が課税されると聞きましたが、どのような税金ですか

Ｑ ３　新築住宅の敷地の用に供している土地について、不動産所得税の軽減措置はあるのですか

Ｑ ４　会社設立の際、法人税のほかに事業税も課税されると聞きました。どのような場合に事業税は課税されるのでしょうか

Ｑ ５　個人事業を行なう場合、事業税が課税されると聞きましたが、どのような場合に課税されるのでしょうか

Ｑ ６　事業所税の課税の基礎について、教えてください。また、免税となる床面積等についても教えてください

Ｑ ７　自動車を購入する際及び所有している際に、課税される税金にはどのようなものがありますか



Ｑ １　土地家屋の評価
Ｑ ２　宅地の評価単位
Ｑ ３　路線価方式による宅地の評価
Ｑ ４　地区の異なる2以上の路線に接する宅地の評価
Ｑ ５　特定路線価の設定の申出
Ｑ ６　相続した住宅や事業用の宅地等の価額の特例（小規模宅地等の特例）
Ｑ ７　特定事業用資産についての相続税の課税価格の計算の特例
Ｑ ８　借地権の評価
Ｑ ９　定期借地権付住宅の底地評価
Ｑ10　貸家建付地の評価
Ｑ11　利用価値が著しく低下している宅地の評価
Ｑ12　無道路地の評価
Ｑ13　私道に沿接する宅地の評価
Ｑ14　私道の評価
Ｑ15　農地の評価
Ｑ16　生産緑地の評価
Ｑ17　貸駐車場として利用している土地の評価
Ｑ18　建築中の家屋の評価
Ｑ19　上場株式の評価
Ｑ20　気配相場等のある株式の評価
Ｑ21　取引相場のない株式の評価
Ｑ22　利付公社債・割引発行の公社債の評価
Ｑ23　貸付信託・証券投資信託の評価
Ｑ24　ゴルフ会員権の評価
Ｑ25　生命保険契約に関する権利の評価

Ｑ １　会社の決算期を迎えるにあたり税務上の視点から留意すべき点を教えてください

Ｑ ２　棚卸資産の評価損について判断基準と間接コストはどのようなものになりますか

Ｑ ３　売掛債権の回収不能とされる税務上の基準は何でしょうか

Ｑ ４　交際費に認定されないための取り扱いについて教えてください

Ｑ ５　いわゆる"打ち切り退職金"が支給できるケースについて教えてください

Ｑ ６　従業員や役員に対する「経済的利益」の判定と税務上の取り扱いについて教えてください

Ｑ ７　貸倒引当金の税務上の取り扱い基準について教えてください

Ｑ １　外国との関係にあたり税務上留意すべき点は何でしょうか？
Ｑ ２　海外の取引先を開拓するにあたり支出した情報提供料の取り扱いと海外取引先と共同で合弁会社を設立する際の単独で設立する場合との税務上の違いをおしえてください
Ｑ ３　米国取引先とパートナーシップ方式で合弁事業を行う課税関係と輸入取引を開始する消費税の取扱いについて教えてください
Ｑ ４　決算期を迎える外貨建債券債務の円換算処理方法を教えてください
Ｑ ５　独立企業間価格の算定方法について説明してください
Ｑ ６　外国税額控除制度について教えてください
Ｑ ７　直接税額控除に対象になる要件と計算方法を教えてください
Ｑ ８　間接税額控除の対象になる要件はどのようなものですか
Ｑ ９　移転価格税制について教えてください
Ｑ10　タックスヘイブン税制について教えてください


Ｑ １　第三者評価の必要性と受審の効果について教えて下さい
Ｑ ２　財団法人日本医療機能評価機構の基本財産・運営費の出資状況を教えて下さい
Ｑ ３　財団法人日本医療機能評価機構が実施する病院機能改善支援、評価等に関する各料金体系は、どのようになっていますか
Ｑ ４　受審を終えた後の流れについて教えてください。また、どのような場合に認定留保となるのでしょうか

Ｑ １　受審準備は、どのような点に留意し、いつごろから開始すべきでしょうか？また、更新時の留意点を教えてください
Ｑ ２　書類が整っている場合、あるいはマニュアルを整備することで、認められる項目は多くなるのでしょうか
Ｑ ３　自己評価の基準はどの程度を想定する必要がありますか
Ｑ ４　自己評価するうえで注意しなければならないことにはどのようなことがありますか
Ｑ ５　受審時に必要な資料について教えてください

Ｑ １　サーベイヤーとの質疑応答は、どのような姿勢で応じるのが良いのでしょうか

Ｑ ２　結果として改善指摘事項が１つでもあると認定されないのでしょうか

Ｑ ３　当日の医師対応について、留意すべきポイントを教えて下さい

Ｑ ４　広報誌の掲載のための写真・ビデオ撮影、マスメディアの取材は認められるでしょうか

Ｑ ５　その他、訪問審査時の留意ポイントを教えてください

Ｑ ６　部署訪問のルート選定およびその変更、案内役、説明者についての留意点を教えて下さい

Ｑ ７　部署訪問の対応、ケアプロセス評価対象の病棟選定や訪問についてのポイントを教えて下さい

Ｑ １　第１領域～病院の理念と基本方針の策定、および周知の方法はどのような点に留意する必要がありますか

Ｑ ２　第１領域～職員の教育・研修に関するポイントを教えてください

Ｑ ３　第１領域～認定に影響すると思われる項目と、これらへの対応を解説してください

Ｑ ４　第１領域～広報活動および地域社会との関連にかかわる項目には、どのような対応ポイントが挙げられるでしょうか
Ｑ ５　第２領域～患者の権利とパートナーシップ、およびインフォームドコンセントに関する項目へはどのように対応すべきでしょうか
Ｑ ６　第２領域～患者の安全確保対策に関する項目に対する対応を教えて下さい
Ｑ ７　第３領域～職員の対応や患者サービス、プライバシー保護に関する項目への対応法を教えて下さい
Ｑ ８　第３領域～バリアフリー等の施設面における療養環境に関連する項目への対応策を教えて下さい
Ｑ ９　第３領域～禁煙をめぐる対応について、評価への影響を教えて下さい
Ｑ10　第４領域～診療部門体制にかかわる医師の配置、医薬品管理、病理解剖に関する項目の対応ポイントを教えて下さい
Ｑ11　第４領域～看護部門の理念と目標については、どのような取り組みが必要でしょうか
Ｑ12　第４領域～薬剤部門について、留意すべき点を教えてください
Ｑ13　第４領域～図書室や電子カルテ、集中治療室の評価に関して解説して下さい
Ｑ14　第４領域～診療録管理部門における適切な体制の確立のために、留意すべきポイントを解説してください
Ｑ15　第５領域～「診療情報が一元的に記載・管理され、必要な情報を容易に参照することができる」という項目が求めているのは、どのような形式でしょうか
Ｑ16　第５領域～入院診療体制の提供については、どのような点に留意する必要があるのでしょうか
Ｑ17　第５領域～看護職員の勤務体制、能力開発等に関連する項目に関して、解説してください
Ｑ18　第５領域～医療の質確保の観点から、看護職員の配置基準の充足度は認定に影響するでしょうか
Ｑ19　第６領域～病院運営管理に関する項目について解説してください


Ｑ １　医療制度改革が求める病医院の役割・機能分担と医療機関としての対応策を教えてください

Ｑ ２　急性期を中心とした一般病床を有する医療機関の課題にはどのようなことが挙げられますか

Ｑ ３　慢性期を中心とした療養病床を持つ病棟編成の病医院の課題とはどのようなことですか

Ｑ ４　外来機能の整備を行う上でのポイントについて教えてください

Ｑ ５　これからの公的病院と民間病院のすみ分けについての方向性について教えてください

Ｑ ６　増改築予定がありますが、これからの病床面積はどの程度の広さを念頭において検討したらよいですか

Ｑ ７　生活習慣病に対する今後の取り組み方法についてアドバイスをお願いします

Ｑ ８　200床を超える病床を有していますが、これからの病院生き残りに必要な視点を教えてください

Ｑ ９　病院施設のリニューアルに際して、ポイントとなるのはどのようなことですか

Ｑ10　中・長期計画（マスタープラン）の策定プロセスについて教えてください

Ｑ11　外科系一般病院の病床運営計画策定のポイントについて教えてください

Ｑ12　療養病棟から障害者施設等入院基本料へのシフトを検討しているのですが、注意すべき事項はどのような点でしょうか
Ｑ13　急性期病院に必要と思われる臨床研修指定病院参加のための認可までのプロセスを教えてください

Ｑ14　医療保険制度改革後の中小病院の経営戦略のポイントとは、どのようなことですか  

Ｑ15　小規模病院が将来存続するため条件には、どのようなことが挙げられますか

Ｑ16　急性期病院としての生き残り条件とは、どのようなことですか

Ｑ17　患者本位の医療システムのポイントについて教えてください

Ｑ18　今後、介護事業をどのように取り入れていけばよいか教えてください

Ｑ19　インターネットを活用した病診連携手法には、どのような方法が考えられますか
Ｑ20　競争戦略の立案の具体的事例について教えてください

Ｑ21　200床規模の病院の経営強化策の具体的事例について教えてください

Ｑ22　200床未満のケアミックス病院の整備ポイントは、どのようなことですか

Ｑ23　小規模病院の生き残り策としての特化事例について教えてください

Ｑ24　急性期特定病院加算の算定要件と整備プロセスについて教えてください

Ｑ25　これからのリハビリ専門病院の位置づけと強化すべき内容とは、どのようなことですか
Ｑ26　透析専門病院の差別化戦略のポイントとは、どのようなことが考えられるでしょうか
Ｑ27　整形外科専門病院の差別化戦略について教えてください
Ｑ28　産婦人科病院の経営のポイントについて教えてください
Ｑ29　糖尿病センターの運営方法のポイントには、どのようなことが挙げられますか

Ｑ １　病院の機能分化として、方向性を定めるための現状分析はどのように行えばよいのでしょうか
Ｑ ２　「差額分析」を使っての経済的試算はどのように行うのでしょうか
Ｑ ３　多角化戦略を推進するにあたり、どのような点に留意する必要がありますか
Ｑ ４　ケアミックス型病棟で生き残るために「回復期リハビリテーション病棟」を設置した場合、どのような病棟編成が必要でしょうか
Ｑ ５　回復期リハ病棟の設置に取り組む場合、留意すべき点を教えてください


Ｑ １　クリニックの開業をする際、準備する項目とスケジュールについて教えてください
Ｑ ２　開業を考えていますが、開業に向けて取り組んでいく基本方針の中で重要なポイントは何でしょうか
Ｑ ３　勤務先に近い場所で開業するのが有利と聞いたのですが、メリットとデメリットを教えてください
Ｑ ４　地方都市での開業を検討しています。どのような点に注意をしたら良いですか
Ｑ ５　大都市中心部での物件選定および開業の注意点について教えてください
Ｑ ６　メディカルビル内で開業を検討しています。どんな点に注意をしたらいいでしょうか？ あるいは、土地を購入し、診療所を戸建で建築しようとも考えています。物件取得に関する注意点を教えてください
Ｑ ７　開業時の物件探索とテナント契約締結の注意点について教えてください
Ｑ ８　医療機器のリースを行う際のメリットとデメリットを教えてください
Ｑ ９　スタッフ募集の方法と雇用条件作成のポイントについて教えてください
Ｑ10　スタッフの募集や面接を行う際の手配や注意点について教えてください
Ｑ11　診療所開設前に提出する書類には、どのようなものがありますか
Ｑ12　医療法によって広告の制限があるそうですが、どのようなものですか
Ｑ13　クリニック開業の広報戦略にはどのようなものがありますか。また、期待できる効果を教えてください
Ｑ14　診療科目別の設備規模や人的規模、投資額、経営計画の基準を教えてください
Ｑ15　クリニックにおいて必要な会計帳簿や税務申告について教えてください

Ｑ １　ナレッジマネジメントとはどのようなものですか

Ｑ ２　ナレッジマネジメントとは新しい経営手法のことなのでしょうか

Ｑ ３　ナレッジマネジメントにおける「ナレッジ」とは何ですか

Ｑ ４　ナレッジの種類にはどのようなものがありますか

Ｑ ５　ナレッジマネジメントと文書管理の違いは何ですか

Ｑ ６　ナレッジマネジメントとは具体的に何を行うことですか

Ｑ ７　ナレッジマネジメントの導入プロセスを教えてください

Ｑ ８　ナレッジワーカーとはどういう意味ですか

Ｑ １　アンケート調査の目的について教えてください
Ｑ ２　「患者様アンケート調査」の進め方について教えてください
Ｑ ３　入院患者用と外来患者用の調査票の作成について教えてください
Ｑ ４　アンケート調査のような形ではなく、患者様の要望等をダイレクトに確認する良い方法はないでしょうか
Ｑ ５　アンケート調査における具体的質問項目について教えてください
Ｑ ６　職員の対応についてアンケート調査をする上での具体的質問項目について教えてください

Ｑ １　患者様からの第一印象を良くするポイントを教えてください
Ｑ ２　適切で相手に礼儀を欠かない電話の受け方やかけ方を教えてください
Ｑ ３　来院されたお客様に印象良く応接するにはどのようなポイントがあるのでしょうか
Ｑ ４　患者対応の際の上手な話し方・聞き方のポイント、また上司からの命令・指示の受け方について教えてください
Ｑ ５　現在、内科のクリニックを開業していますが、先日、患者より電話対応が悪いと指摘されました。具体的な改善方法を教えてください
Ｑ ６　電話の応対について教育を行う際、改善が継続される効果的方法はないでしょうか
Ｑ ７　職員の電話での言葉遣いに乱れがあるように感じます。どのように改善したらよいでしょうか

Ｑ １　職員が交通事故を起こした場合、医療機関にはどのような責任があるのでしょうか
Ｑ ２　職員に対して退職金を担保とした貸付制度を考えていますが、何か注意点はありますか
Ｑ ３　労働契約とは、どのような内容と意義を持つのでしょうか
Ｑ ４　労働条件を明示するための就業規則には、どのような内容を定めればよいのでしょうか

Ｑ ５　賃金と労働時間に関する規制には、どのようなものがありますか
Ｑ ６　法的に解雇が認められるのは、どのような場合でしょうか

Ｑ １　「個人情報」「個人データ」「保有個人データ」とは
Ｑ ２　「個人情報の保護に関する法律」の対象
Ｑ ３　個人情報収集時の注意点
Ｑ ４　本人以外からの個人情報の取得
Ｑ ５　医療機関の「黙示の同意」
Ｑ ６　個人データに対する安全管理対策
Ｑ ７　職員の個人情報に関する取扱い
Ｑ ８　「従業者の監督」としての医療機関の対応
Ｑ ９　委託先に対する医療機関の安全措置
Ｑ10　「保有個人データ」の開示請求への対応
Ｑ11　第三者からの開示・訂正等・利用停止の請求
Ｑ12　自院で個人データの盗難・紛失が発生した場合
Ｑ13　職員の故意による患者等の個人データの漏えい
Ｑ14　個人情報保護法に違反した場合の罰則
Ｑ15　医療機関の個人情報保護法への対応
Ｑ16　ガイドラインの遵守のための留意点
Ｑ17　医療機関による個人情報の保護体制
Ｑ18　「個人情報保護方針」の作成と公表の留意点
Ｑ19　プライバシーマークの取得による効果

Ｑ １　生命保険と貯蓄はどちらが有利ですか。特徴を教えてください
Ｑ ２　生命保険を活用した退職金支給財源の準備方法には、どのようなものがありますか
Ｑ ３　医療機関において想定されるリスクとそれをカバーする損害保険にはどのようなものがあるのでしょうか
Ｑ ４　長期平準定期保険に加入を検討しています。定期保険なので保険料は全額損金になるのでしょうか

Ｑ １　成年後見制度について教えてください
Ｑ ２　成年後見登記制度の概要と利用方法について教えてください

Ｑ １　会計事務所の業務範囲や典型的なサービス業務、経営助言サービスについて教えてください

Ｑ ２　会計事務所を選ぶ基準について教えてください

Ｑ １　会計伝票とは何ですか？また、入金伝票、出金伝票、振替伝票の作成方法を教えてください
Ｑ ２　仕訳や勘定科目とはどのようなものなのでしょうか
Ｑ ３　請求書や領収書には、どのような情報が記載されているのでしょうか
Ｑ ４　決算書とは何ですか。また、どのような手順で作成されるのですか
Ｑ ５　貸借対照表と損益計算書について教えてください
Ｑ ６　病院の「資産」や「負債」にはどのようなものがあるか教えてください
Ｑ ７　試算表による収益状況のチェックのしかたについて教えてください

Ｑ １　遺産分割トラブルを防止する方法について教えてください
Ｑ ２　遺言作成時にはどんな点に注意が必要でしょうか
Ｑ ３　納税資金確保対策には、どのような種類がありますか
Ｑ ４　生前に行える相続税対策にはどのようなものがありますか
Ｑ ５　相続財産評価引下げによる節税対策について解説をお願いします
Ｑ ６　特定医療法人は相続税対策に有効でしょうか

Ｑ １　医療機関の広告に関する制限にはどのような課題がありますか
Ｑ ２　新たな広告規制の概念である「包括規定方式」の考え方について教えてください
Ｑ ３　情報提供推進体制の整備はどのように行われていますか
Ｑ ４　「医療広告ガイドライン」が定める広告可能な範囲について教えてください
Ｑ ５　クリニックにおける広報戦略にはどのようなものがありますか
Ｑ ６　広報ツールを作成するにあたってのポイントについて教えてください
Ｑ ７　広告規制に違反した場合にはどのような罰則がありますか
Ｑ ８　医療機関におけるホームページ活用の考え方について教えてください
Ｑ ９　医療機関におけるホームページ作成のポイントについて教えてください
Ｑ10　閲覧されるホームページにするためにはどのような工夫が必要ですか

Ｑ １　混合診療の考え方と関係機関の立場や見解について教えてください
Ｑ ２　従来の特定療養費制度とはどのようなものですか
Ｑ ３　特定療養費にかかる療養の取り扱いについて教えてください
Ｑ ４　新たな「保険外併用療法制度」とはどのようなものですか
Ｑ ５　保険外併用療法を構成する評価療養について教えてください
Ｑ ６　保険外併用療法を構成する選定療養について教えてください
Ｑ ７　保険外併用療法における院内掲示のポイントについて教えてください
Ｑ ８　混合診療が、トラブルとなりやすい事例について教えてください
Ｑ ９　散見される混合診療の実例について教えてください
Ｑ10　今後の混合診療のあり方についての課題や見直しによる波及効果について教えてください

Ｑ １　未収金の現状と、その要因について教えてください
Ｑ ２　厚生労働省における医療機関の未収金問題の検討と解決の方向性とはどのようなものでしょうか
Ｑ ３　医療機関に発生する未収金の種類と発生原因にはどのようなものがあるのでしょうか
Ｑ ４　未収金問題の原因のうち、医療機関側の課題となるものとはどのようなことでしょうか
Ｑ ５　未収金問題の原因のうち、患者側の課題となるものとはどのようなことでしょうか
Ｑ ６　未収金の回収方法を院内でシステム化する方法を教えてください
Ｑ ７　有効な未収金予防策にはどのようなものがありますか。また、「返戻未収金」を発生させないための対応法について教えてください
Ｑ ８　未収金防止対策と未収金発生時の対応ポイントについて教えてください
Ｑ ９　未収金の管理を院内で徹底する方法と、必要な取り組みについて教えてください
Ｑ10　督促を行なっても未収金の支払いに応じてもらえない場合に、法的手段を講じるにはどのような手続きを取るのでしょうか
Ｑ11　未収金管理体制の事例がありましたら、教えてください
Ｑ12　不正行為による未収金の発生事例とはどのようなものでしょうか
Ｑ13　不正行為による未収金の発生を防ぐための整備体制とは、どのようなものでしょうか


Ｑ １　患者満足度を向上させるためのポイントを教えてください
Ｑ ２　患者が医療機関に求めているサービスは、どのようなものなのでしょうか
Ｑ ３　「サイレントクレーマー」とは、どのような患者を指すのですか
Ｑ ４　適切なクレーム対応の進め方を教えてください
Ｑ ５　苦情・クレームに、最初に対応する際の留意点について教えてください
Ｑ ６　相手方が納得できるクレーム解決のポイントについて教えてください
Ｑ ７　面談、電話、メールでクレームを受ける場合には、それぞれどのような点に留意すべきでしょうか
Ｑ ８　悪質なクレームにはどのように対応すべきでしょうか
Ｑ ９　院内では、患者満足度向上のためにクレーム事例を活用しようと考えています。どのような体制が有効でしょうか



Ｑ １　平成15年度
Ｑ ２　平成14年度
Ｑ ３　平成13年度
Ｑ ４　平成12年度
Ｑ ５　平成11年度

Ｑ １　平成15年度
Ｑ ２　平成14年度
Ｑ ３　平成13年度
Ｑ ４　平成12年度
Ｑ ５　平成11年度


Ｑ １　第15回医療経済実態調査（平成17年６月実施）
Ｑ ２　第14回医療経済実態調査（平成15年６月実施）

Ｑ １　平成19年11月分概数
Ｑ ２　平成19年10月分概数
Ｑ ３　平成19年９月分概数
Ｑ ４　平成19年８月分概数
Ｑ ５　平成19年７月分概数
Ｑ ６　平成19年６月分概数
Ｑ ７　平成19年５月分概数
Ｑ ８　平成19年４月分概数
Ｑ ９　平成19年３月分概数
Ｑ10　平成19年２月分概数
Ｑ11　平成19年１月分概数
Ｑ12　平成18年12月分概数
Ｑ13　平成18年11月分概数
Ｑ14　平成18年10月分概数
Ｑ15　平成18年９月分概数
Ｑ16　平成18年８月分概数
Ｑ17　平成18年７月分概数
Ｑ18　平成18年６月分概数

Ｑ １　在宅医療、介護分野を重視した経営改善事例１：　巨大病院のお膝元で、独自のアイデアを打ち出して介護事業を拡大している例
Ｑ ２　在宅医療、介護分野を重視した経営改善事例２：　受け皿病院間の競争が激しい中、互いの施設の治療内容を理解し、選ばれるための努力をしている例
Ｑ ３　在宅医療、介護分野を重視した経営改善事例３：　医師会を中心とした地域連携が充実している地域での、在宅医療・介護に取り組んでいる事例
Ｑ ４　在宅医療、介護分野を重視した経営改善事例４：　都内の経営環境が厳しい中で、急性期病院として自立していく姿の例
Ｑ ５　在宅医療、介護分野を重視した経営改善事例５：療養病床において、５年後、１０年後の競争激化を先読みして競争力強化に着手した事例
Ｑ ６　在宅医療、介護分野を重視した経営改善事例６：　地方に比べ土地代が高く療養型や介護施設を持つことが困難なため、ダウンサイジングを図り連携を促進させることで大都市型の課題解決を図っている事例
Ｑ ７　在宅医療、介護分野を重視した経営改善事例７：　２４時間オンコールシステムを導入し、在宅重視の地域密着型病院の一つの在り方の例
Ｑ ８　患者満足度調査や第三者評価を活用した経営改善事例
Ｑ ９　専門分野への特化により差別化をした経営改善の取組事例１：　患者や他の医療機関、職員からも選んでもらえる「オンリー・ワン（病院）」
Ｑ10　専門分野への特化により差別化をした経営改善の取組事例２：　患者の視点に基づいた焦点を絞り込んだ医療サービスを目指す～脳卒中フォーカスト・ファクトリー
Ｑ11　専門分野への特化により差別化をした経営改善の取組事例３：　患者の視点に基づいた焦点を絞り込んだ医療サービスを目指す～糖尿病フォーカスト・ファクトリー
Ｑ12　患者の視点に基づいた焦点を絞り込んだ医療サービスを目指す事例４：患者の視点に基づいた焦点を絞り込んだ医療サービスを目指す～呼吸器診療に特化した専門病院
Ｑ13　地域連携による経営の安定を図る事例
Ｑ14　ケアミックス型を選択し、外来重視を貫くため外来を病院から分離して隣接地にクリニックを併設した事例
Ｑ15　特別医療法人として地域特性に合った効率的な医療システムづくりを担う事例
Ｑ16　地域連携でケア不足を補い、急性期を選択した事例
Ｑ17　医療者のニーズからみた多角的事業展開の事例
Ｑ18　基幹業務系システム（オーダリングシステム、電子カルテ）と基盤業務系システム（労務管理、物品管理システム）の融合によりＩＴ化を図り業務の効率化を実現させた
Ｑ19　普通の病院が生まれ変わった経営改善の軌跡

Ｑ １　特定医療法人の定款例
Ｑ ２　特定医療法人の定款例～医療法人制度改正に関する新旧対照表
Ｑ ３　特別医療法人の定款例
Ｑ ４　特別医療法人の定款例～医療法人制度改正に関する新旧対照表
Ｑ ５　社団医療法人の定款例～医療法人制度改正に関する定款例の新旧対照表
Ｑ ６　社団医療法人の定款例～制度改正後、新たに設立する場合
Ｑ ７　社団医療法人の定款例～従前（旧制度）の持分の定めがある場合
Ｑ ８　出資額限度法人定款例
Ｑ ９　財団医療法人の定款例～医療法人制度改正に関する寄附行為例の新旧対照表
Ｑ10　財団医療法人の定款例～制度改正後、新たに設立する財団医療法人寄附行為例
Ｑ11　財団医療法人の定款例～従前（旧制度）の財団医療法人寄附行為例

Ｑ １　平成20年１月末概数
Ｑ ２　平成19年12月末概数
Ｑ ３　平成19年11月末概数
Ｑ ４　平成19年10月末概数
Ｑ ５　平成19年９月末概数
Ｑ ６　平成19年８月末概数
Ｑ ７　平成19年７月末概数
Ｑ ８　平成19年６月末概数
Ｑ ９　平成19年５月末概数
Ｑ10　平成19年４月末概数
Ｑ11　平成19年３月末概数
Ｑ12　平成19年２月末概数
Ｑ13　平成19年１月末概数
Ｑ14　平成18年12月末概数
Ｑ15　平成18年11月末概数
Ｑ16　平成18年10月末概数
Ｑ17　平成18年９月末概数
Ｑ18　平成18年８月末概数
Ｑ19　平成18年７月末概数
Ｑ20　平成18年６月末概数
Ｑ21　平成18年５月末概数
Ｑ22　平成18年４月末概数
Ｑ23　平成18年３月末概数
Ｑ24　平成18年２月末概数
Ｑ25　平成18年１月末概数

Ｑ １　平成17年
Ｑ ２　平成14年
Ｑ ３　平成11年
Ｑ ４　平成８年

Ｑ １　平成17年
Ｑ ２　平成11年

Ｑ １　平成17年
Ｑ ２　平成14年

Ｑ ３　平成11年
Ｑ ４　平成８年



Ｑ １　平成19年12月号
Ｑ ２　平成19年11月号
Ｑ ３　平成19年10月号
Ｑ ４　平成19年９月号
Ｑ ５　平成19年８月号
Ｑ ６　平成19年７月号
Ｑ ７　平成19年６月号
Ｑ ８　平成19年４～５月号
Ｑ ９　平成19年３月号
Ｑ10　平成19年２月号
Ｑ11　平成19年１月号
Ｑ12　平成18年12月号

Ｑ13　平成18年11月号

Ｑ14　平成18年10月号

Ｑ15　平成18年９月号

Ｑ16　平成18年８月号

Ｑ17　平成18年７月号

Ｑ18　平成18年6月号


Ｑ １　平成18年度
Ｑ ２　平成17年度
Ｑ ３　平成16年度
Ｑ ４　平成15年度
Ｑ ５　平成14年度






02-1平成18年度診療報酬改定のポイント














9-13 財産の評価 *














9-2 その他費用の税務処理











08-2経営計画の基本と実践








03　業績管理編























06　リスクマネジメント編
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02-3 保険外併用療法





■相続争いは百害あって一利なし 相続争いの原因と防止対策	全38ページ


■歯科医院サクセスフル・マーケティング 今「自分流」を確立して動く好機到来	全16ページ


■コーチングを活用した院内コミュニケーション向上のポイント	全13ページ


■｢規制改革推進のための３か年計画｣にみる医療制度改革の方向性	全12ページ


■診療所におけるスタッフ育成の進め方	全13ページ


■歯科診療所におけるスタッフ育成の進め方	全13ページ


■医療法人制度改革への対応ポイント	全13ページ


■未収金管理の徹底法～発生予防と回収のポイント	全17ページ


■広告規制緩和で変わる 医療機関の広報戦略	全17ページ


■広告規制緩和で変わる 歯科医院の広報戦略	全17ページ


■安全管理体制を確立させる病医院のリスクマネジメント実践法	全17ページ


■自院で診断する 歯科医院の経営改善マニュアル	全13ページ


■保険外併用療法～その概要と混合診療の行方～	全17ページ


■調査省略を可能にする新書面添付制度の活用	全21ページ


■患者満足度向上に有用なクレーム対応のポイント	全14ページ


■福祉施設におけるＩＳＯ9001への取り組み	全21ページ


■歯科医院における自由診療料金のアンケート調査報告	全 ９ページ


■病医院における税務調査のポイント	全21ページ


■今次改定の影響と行政施策にみる 精神医療の将来像	全16ページ


■療養病床の選択肢～病棟戦略の検討ポイント	全20ページ


■医療法人制度改革 Ｑ＆Ａ	全20ページ


■第５次医療法改正による医療法人への影響と対応	全20ページ


■条件満たして積極活用 診療所のための助成金制度	全18ページ


■医療法人制度改革の概要と改正後の対応ポイント	全13ページ


■病医院を守る就業規則見直しのポイント	全17ページ
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